
「「「「藤沢市次世代育成支援行動計画後期計画藤沢市次世代育成支援行動計画後期計画藤沢市次世代育成支援行動計画後期計画藤沢市次世代育成支援行動計画後期計画」」」」

計画事業計画事業計画事業計画事業のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況（（（（平成26年度実績平成26年度実績平成26年度実績平成26年度実績））））についてについてについてについて



藤沢市次世代育成支援行動計画後期計画に掲げた計画事業の達成状況

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

１．地域における子育ての支援 43 83% 9 17% 0 0% 0 0% 0 0% 52

２．親子の健康の確保及び増進 10 40% 14 56% 1 4% 0 0% 0 0% 25

３．豊かな心を育む教育環境の整備 28 68% 13 32% 0 0% 0 0% 0 0% 41

４．子育てしやすい生活環境の整備 18 95% 1 5% 0 0% 0 0% 0 0% 19

５．仕事と家庭との両立の推進 9 82% 2 18% 0 0% 0 0% 0 0% 11

６．援助が必要な児童への取り組みの推進 19 76% 5 20% 1 4% 0 0% 0 0% 25

７．平成23年度追加事業 5 83% 1 17% 0 0% 0 0% 0 0% 6

132 74% 45 25% 2 1% 0 0% 0 0% 179

■各計画事業の評価基準（Ａ～Ｅ）について ■目標達成状況　Ｃ以下の事業一覧

 　評価については（Ａ～Ｅ）の５段階方式による 評価 事業NO

　 所管部署それぞれの自己評価とし、進捗状況 Ｃ 66

 　によって次のように区分しています。 Ｃ 151

　　A ＝ 90%以上

　　B ＝ 70～90%未満

　　C ＝ 50～70%未満

　　D ＝ 30～50%未満

　　E ＝ 30%未満

評価 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

事　　業　　名

　母子保健事業における食育の推進

担当課

子ども健康課

事業数

基本目標

合計

　養育支援訪問事業 子ども家庭課



評価 事業№ 事業名 評価 事業№
事業名 評価 事業№ 事業名 評価 事業№

事業名 評価 事業№
事業名 評価 事業№ 事業名 評価 事業№ 事業名

1

幼稚園においての子育て支援活動の

充実

47 障がい者等医療費助成事業 55 特定不妊治療費助成事業 78

幼稚園や保育所の機能を活用した事

業の推進

79

幼児理解（家庭科・総合的な学習の時

間）

119 市営住宅 149 児童虐待防止ネットワークの充実

2 幼稚園の預かり保育等に対する助成 48 障がい児福祉手当の給付 68 乳幼児期（保育所）の食生活の充実 80 フレンド＆ファミリースポーツの推進 81

親になる人たちへの保育体験など家

庭教育支援の推進

120 緑地保全地区等の拡大 150 子育て総合相談の充実

3 地域育児センター事業の充実 49 藤沢市障がい者福祉手当の給付 69 学童期の食に関する指導 82 指導法の工夫改善と指導の充実 84 学校運動部活動指導者の養成 121 緑化推進運動 152 地域の情報化とネットワーク化

4

一時預かり事業（一時保育事業）の推

進

50 幼稚園等就園奨励費補助事業 70 子どもにかかわる医療体制の推進 83 教職員の研修・研究の充実 86 いじめ防止プログラムの推進 122 公園・広場等の拡大 153 青少年相談活動の充実

5 放課後児童健全育成事業 51 保育料の保護者負担の軽減 71(43) 小児医療費助成事業【再掲】 85

ふじさわティーチャーズカレッジ「学び

あい」事業の充実

91

喫煙・飲酒・薬物乱用防止（保健体育

科・総合的な学習の時間・特別活動）

123 安全な遊び場をめざした地域との連携 156 母子寡婦福祉資金

6 つどいの広場事業の充実 52 認可外保育施設利用者への助成 72(46) 未熟児養育事業【再掲】 87 青少年健全育成事業 92 社会環境浄化活動の推進 124

自然を生かしたスポーツ・レクリエー

ション広場の設置

157 児童扶養手当の給付

7(1)

幼稚園においての子育て支援活動の

充実【再掲】

73 育成医療（経由事務） 88 こども館事業の充実 94 家庭科学習（家庭科） 125 歩行空間等整備事業 158 ひとり親家庭等医療費助成

9

子育て情報・子育てネットワーク事業

の充実

評価 事業№ 事業名 74

小児慢性特定疾患児日常生活用具給

付事業

89 小・中学校整備事業 95 保育者セミナー 126 藤沢市道路特定事業計画の推進 160 自立支援教育訓練給付金

10 子育て相談の充実 8 子育てコーディネーターの育成 75

小児慢性特定疾患医療給付事業(経

由事務）

90 設備の整備 96 公民館事業の充実 127 公共施設のバリアフリー化 161 高等技能訓練促進給付金

11 子育て支援センター事業の充実 13 男女平等意識啓発のための情報提供 76 療育医療給付事業(経由事務） 93 安全指導の充実 101 学校教育相談センターの充実 128 交通安全運動 164

こども発達支援ネットワークの推進（障

がい児保育事業の実施）

12

子育てふれあいコーナーあいあいの

充実

15

地域子育て支援活動（藤沢版つどい

の広場）推進助成事業の推進

97 学校間教育連携の推進 103(96) 公民館事業の充実【再掲】 129 交通安全教育・指導 165(102) 特別支援教育の充実【再掲】

14 ブックスタート事業 17 トワイライトステイ事業の推進 53 妊娠中からの保健指導の充実 98 ふれあい体験活動の推進 104 開かれた学校づくり 130 チャイルド（ベビー）シート着用の啓発 166 障がい福祉サービス

16

ファミリー・サポート・センター事業の充

実

20

子育て支援グループの育成・継続的

活動・交流の推進

54 妊娠中からの母性・父性の育成 99 参加しやすい環境づくりと事業の実施 106

地域で学校を支える「おやじの会」の

創設

131 通学路の指定 167 特別児童扶養手当の給付（経由事務）

18 ショートステイ事業の推進 24 子育て・保育ボランティアの養成 56 こんにちは赤ちゃん事業の充実 100 児童生徒指導の充実 132 防犯ブザーの貸出し、配布 168(73) 育成医療（経由事務）【再掲】

19

市民との協働による子育て支援ネット

ワークづくり

28 地域ぐるみ子育て応援団事業 57 育児相談・育児教室の充実 102 特別支援教育の充実 133 パトロール活動への積極的な支援 169(47) 障がい者等医療費助成事業【再掲】

21 民生委員児童委員との連携 29

公民館での子ども開放事業の

実施

58 乳幼児訪問指導の充実 105 学校・家庭・地域連携推進事業 135 こども１１０番の実施 170(48) 障がい児福祉手当の給付【再掲】

22 主任児童委員の活動の充実 35

商店街空き店舗活用支援事業（子育て支

援活動などを行うコミュニティビジネス事

業者への助成）

59 ハイリスク母子虐待予防事業の推進 107

地域青少年健全育成活動への助成・

支援

136 関係機関との連携強化 171 補装具の給付

23

市民センター・公民館を拠点とした地

域福祉の推進

60 乳幼児健診の充実 108 団体組織の充実 137 非行防止活動の推進 172 太陽の家　しいの実学園

25 地域でのおはなし会の開催 61

発育・発達の障がいがある児の早期

発見

109 モデルクラブの設置 173(49)

藤沢市障がい者福祉手当の給付【再

掲】

26(15)

地域子育て支援活動（藤沢版つどい

の広場）推進助成事業の推進【再掲】

62 予防接種の推進 110 学校支援コーディネーター制度の推進 Ｂ 134 犯罪防止の環境づくり

27 シニア世代による子育てサポート事業 63

未熟児・慢性疾患児の保健指導・支援

の推進

111 幼児をもつ家庭の父親・母親の交流 154 母子自立支援員による相談

30 青少年施設の運営 64 子どもの事故防止事業の推進 112 幼児教育振興助成費 155 ひとり親家庭日常生活支援事業

31 学校体育施設の開放拡充 65 母子歯科保健の充実 113 幼稚園協会等補助金 159(154) 母子自立支援員による相談【再掲】

32 放課後子ども教室推進事業 67

藤沢市食育推進計画「生涯健康！ふ

じさわ食育プラン」の推進

114 幼稚園等運営資金貸付金 評価 事業№ 事業名 162 母子生活支援施設の充実

33 法人立保育所等への助成 77 思春期保健指導の充実 115

就学援助費事業（要保護準要保護児

童・生徒援助事業）

139 就労支援体制の充実 163 こども発達相談の充実

34

保育所の計画的な整備や受入児童数

の拡大

116 特別支援教育就学奨励費事業 140 働きやすい環境づくりに向けた啓発

37(4)

一時預かり事業（一時保育事業）の推

進【再掲】

Ｃ 66 母子保健事業における食育の推進 117 音楽・演劇鑑賞事業 141 雇用環境の整備 Ｃ 151 養育支援訪問事業

38 病後児保育の推進 118 アウトリーチ（音楽の学校訪問）事業 142(5) 放課後児童健全育成事業【再掲】

38 病後児保育の推進 143

保育サービスの充実（「第１章　３　保

育サービスの充実」に掲げる事業）

39 延長保育事業の充実 144(16)

ファミリー・サポート・センター事業の充

実【再掲】

ページ 事業№ 事業名

40 夜間保育事業の推進 146(18) ショートステイ事業の推進【再掲】 174

幼児二人同乗用自転車購入費補助事

業

41 民間保育施設サービスの充実 147 事業主行動計画の策定の推進 175 思春期青少年の居場所づくり事業

42 保育サービスの第三者評価の導入 148

各企業等での子育て支援等に関する

取り組みの顕彰・紹介

176

幼稚園・保育所・小学校・中学校連携

事業

43 小児医療費助成事業 178 特別支援教育整備事業

44 児童手当等の支給 138 新しい仕事づくりの情報提供 179 中学校給食実施研究事業

45 国・県への要望 145(17) トワイライトステイ事業の推進【再掲】

46 未熟児養育事業 Ｂ 177 不登校児童生徒対策事業

Ｂ

【平成２３年度】　追加事業

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

【基本目標５】

仕事と家庭との両立の推進

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ａ

《《《《評評評評　　　　価価価価　　　　別別別別　　　　一一一一　　　　覧覧覧覧》》》》

【基本目標２】

親子の健康の確保及び増進

【基本目標３】

豊かな心を育む教育環境の整備

【基本目標４】

子育てしやすい生活環境の整備

【基本目標６】

援助が必要な児童への

取り組みの推進

【基本目標１】

地域における子育ての支援



藤沢市次世代育成支援行動計画　後期計画では、次ページ以降のとおり１７９の事業について、具体目標を定めて計画を進めてまいりました。

中でも、特に重点的な取り組み課題である特定１１事業については、毎年広報紙等を通して進捗状況を報告してまいりました。

平成２１年度

（後期計画スタート前）

平成２６年度

（実績）

平成２６年度

（目標）

認可保育所　　定員 1,552人 2,099人 1,932人

家庭的保育 0人 16人 30人

認可保育所　　定員 2,520人 3,189人 2,870人

家庭的保育 0人 0人 15人

認可保育所　　定員 4,072人 5,288人 4,802人

家庭的保育 0人 16人 45人

5カ所 － －

29カ所 32カ所 37カ所

2カ所 13カ所 7カ所

1カ所 1カ所 3カ所

37カ所 46カ所 47カ所

1カ所 1カ所 3カ所

30人 41人 100人

0カ所 4カ所 1カ所

0人 16人 6人

1カ所 2カ所 3カ所

10人 20人 30人

1カ所 3カ所 3カ所

4人 17人 14人

43カ所 45カ所 50カ所

2,820人 3,018人 3,260人

国基準 2カ所 4カ所 4カ所

藤沢版 0カ所 7カ所 13カ所

センター型 2カ所 3カ所 4カ所

9カ所 15カ所 12カ所

90人程度 150人程度 120人

ショートステイ事業 0カ所 1カ所 1カ所

ファミリー・サポート・センター事業 1カ所 1カ所 1カ所

藤沢市次世代育成支援行動計画後期計画藤沢市次世代育成支援行動計画後期計画藤沢市次世代育成支援行動計画後期計画藤沢市次世代育成支援行動計画後期計画におけるにおけるにおけるにおける実績実績実績実績とととと目標事業量目標事業量目標事業量目標事業量

通常保育事業

3歳未満

3歳以上

計

事業名

延長保育事業

30分延長

午後7時まで

午後8時まで

午後9時まで

計

夜間保育事業

施設数

定員

トワイライトステイ事業

施設数

定員

休日保育事業

施設数

定員

病児・病後児保育事業

施設数

定員

施設数

放課後児童健全育成事業

施設数

定員

地域子育て支援拠点事業

ひろば型

一時預かり事業

（一時保育、特定保育を含む）

施設数

定員

施設数



●●●●基本目標基本目標基本目標基本目標１１１１　「　「　「　「地域地域地域地域におけるにおけるにおけるにおける子育子育子育子育てのてのてのての支援支援支援支援」」」」

個別事業に対する評価

1 幼稚園においての子育て支援活動の充実

保育課

（教育委員会）

引き続き、幼稚園において、幼児期の教育に関する保護者や地域の人々からの相談に応

じるとともに、必要な情報の提供及び助言、その他必要な支援を行う。

幼稚園における母親サークル、子育てサロン等で幼児期の教育に関する保護者や地域の

人々からの相談に応じるとともに、必要な情報の提供及び助言、その他必要な支援を行っ

た。

A

2 幼稚園の預かり保育等に対する助成 保育課

引き続き、地域における子育ての支援及び保育サービスの充実を図るため、実施園の拡

大を図る。

補助対象26園に対し預かり保育推進事業費補助金を交付し、預かり保育を実施した。

H26年度に預かり保育実施園が2園増加した。

A

3 地域育児センター事業の充実 保育課

引き続き、子育て家庭交流事業、小・中・高校生と園児との交流、世代間等交流事業、体

験保育、子育て相談などを行う。

事業指定保育園において、子育て家庭交流事業、小・中・高校生と園児との交流、世代間

等交流事業、体験保育、子育て相談などを行った。

A

4 一時預かり事業（一時保育事業）の推進 保育課 平成27年度に開所予定の園に対し、一時預かり事業の実施を依頼していく 公立・私立認可保育所15園で一時預かり事業を実施し,た。 A

5 放課後児童健全育成事業

子ども青少年育成

課

放課後、保護者が就労などの理由により不在となる児童の健全育成、保護者の子育て支

援、就労支援を図るため、児童クラブの運営の充実を図る。

平成27年度からの子ども・子育て新制度の施行に向けて必要な整備を行う。

・児童クラブ設置数　45カ所  ・定員　3,018人

また、藤沢市放課後児童クラブ整備計画を策定し、平成27年度からの5年間で整備をすす

めることとした。

A

6 つどいの広場事業の充実

子ども青少年育成

課

研修等により、子育てアドバイザーが支援としての質を高める。親子の交流や情報提供、

育児相談など、引き続き、支援の充実を図る。

親子の交流や情報提供、育児相談等を行うとともに、各広場において子育てアドバイザー

の研修を行い資質の向上に努めた。

つどいの広場４カ所で644日開設、延べ利用者数21,109人

A

7(1) 幼稚園においての子育て支援活動の充実【再掲】 保育課

引き続き、幼稚園において、幼児期の教育に関する保護者や地域の人々からの相談に応

じるとともに、必要な情報の提供及び助言、その他必要な支援を行う。

幼稚園における母親サークル、子育てサロン等で幼児期の教育に関する保護者や地域の

人々からの相談に応じるとともに、必要な情報の提供及び助言、その他必要な支援を行っ

た。

A

8 子育てコーディネーターの育成

子ども青少年育成

課

子育てアドバイザーが子育て支援情報を適切に提供できるよう、研修を実施する。

子育てコーディネーターの役割を担っている子育てアドバイザーの人材育成及び支援の充

実のため、研修を実施した。

B

9 子育て情報・子育てネットワーク事業の充実

子ども青少年育成

課

子育てガイドの改訂、配付をする。

「子育てメールふじさわ」、「子育てネットふじさわ」は事業者と十分調整を行いながら、より

利用しやすい事業内容としていく。

子育てガイドはＡ4版の家庭保存版とし、出生届提出時及び転入者（乳児がいる家庭）に配

付した。

子育てネットふじさわはリニューアルに際し、今月の特集・食べる・遊ぶのカテゴリの見や

すさと旬な地域の情報提供として、イベントカレンダーへの入力の掲載を充実した。

子育てネットふじさわ　ページビュー112,252件（平成26年8月～平成27年3月）

子育てメールふじさわ　登録者数6,258人

A

10 子育て相談の充実 子ども家庭課 ・「子育て総合相談の充実」（事業No．150）において対応。 「子育て総合相談の充実」（事業No．150）に統合して対応した。 A

11 子育て支援センター事業の充実

子ども青少年育成

課

平成28年度に4か所に拡大するための準備として、「保育所整備計画」における子育て支

援センターの役割等を踏まえ、支援内容の充実を図る。

子育て支援センターを核とした地域の子育て支援の体制づくりについて、関係各課と調整

を行った。地域子育て支援センター3カ所で876日開設、延べ利用者数64,105人

巡回子育てひろば6カ所で100回実施、延べ利用者数3,979人

A

12 子育てふれあいコーナーあいあいの充実

子ども青少年育成

課

子育てボランティアの養成について生涯学習総務課と連携し、子育てふれあいコーナーあ

いあい・きらきらぼしにおいて、親子の交流や情報提供、育児相談など引き続き充実を図

る。

子育てふれあいコーナーあいあい・きらきらぼし（21カ所）延べ291日開設、延べ利用者数

4,524人

子育てボランティア養成講座の実施　ボランティア登録数51人

A

13 男女平等意識啓発のための情報提供

人権男女共同参

画課

・「男女共同参画週間」（6月23日から29日）における啓発活動：年間1回

・情報紙「かがやけ地球」の発行：年4回（6月・9月・1月・3月）1回につき5,000部発行

・男女共同参画についての認識を広めるため、ホ－ムペ－ジを活用し、情報の提供を行

う。

「男女共同参画週間」（6月23日から29日）に関するパネル展を市役所新館1階ロビーにて

開催するとともに、サンパール広場に横断幕を掲出した。

情報紙「かがやけ地球」を年4回（6月・9月・1月・3月）、1回につき5,000部を発行し、講演会

等で市民に配布した。また、ホームページにおいても情報提供を行った。

B

14 ブックスタート事業

総合市民図書館

（子ども青少年育

成課・子ども健康

課）

・より効率的な事業実施に向けた検討を行い、庁内連携により推進する。

・ブックスタート実施人数　3,600人(子ども健康課1歳6か月児健診受診予定者数と同数）

職員・ボランティアの交流会1回・研修会1回

・ブックスタート事業の実施 48回 配付件数 3,596件

・ブックスタートボランティアの交流会1回・研修会1回

A

15

地域子育て支援活動（藤沢版つどいの広場）推進

助成事業の推進

子ども青少年育成

課

子育て支援センターと連携し、各地区における地域子育て支援活動の充実を図る。 巡回相談や講師派遣等、地域子育て支援活動の充実を図った。 B

16 ファミリー・サポート・センター事業の充実 子ども家庭課 ・「まかせて会員」の増員を含めた充実を図るため、研修会を3回実施する。

・新たな「まかせて会員」を対象とした研修会を3回実施

・27年3月末現在「まかせて会員」890人、「どっちも会員」468人、「おねがい会員」4,474人

活動件数10,008件

A

17 トワイライトステイ事業の推進 子ども家庭課 ・利用回数を210回にする。 実施施設4カ所で事業を実施した。利用回数　163回 B

18 ショートステイ事業の推進 子ども家庭課 ・利用日数を120日にする。 実施施設1カ所で事業を実施した。利用日数　311日 A

子育て支援事業

に関する情報の

提供・子育て相

談・交流の充実

中分類

幼稚園・保育所そ

の他の施設にお

いての子育て支

援

子育て家庭のライ

フスタイルに合わ

せた多様な支援
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援
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平成２６年度実績平成２６年度目標担当課
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事業名

事業

Ｎｏ．

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満
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19 市民との協働による子育て支援ネットワークづくり

子ども青少年育成

課

市民との協働による「第12回子育て応援メッセinふじさわ」を11月12日に開催。

ふじさわ子育て支援連絡会の活動を支援する。

市民との協働による「第12回子育て応援メッセinふじさわ」を11月12日に開催

参加者数1,173人　　参加団体87団体

ふじさわ子育て支援連絡会　交流会3回　定期総会1回実施

A

20

子育て支援グループの育成・継続的活動・交流の

推進

生涯学習総務課

（子ども青少年育

成課）

引き続き、乳幼児から未就学児とその保護者を対象とした保育室開放事業を、子育て支

援グループ等の協力を得て実施する。

乳幼児から未就学児とその保護者を対象とした保育室開放事業を、子育て支援グループ

等の協力を得て10公民館で実施。

B

21 民生委員児童委員との連携 福祉総務課

子育て家庭への支援として、民生委員児童委員の定数の増員があったので、これまで以

上に地域との関係を深める。例年どおり各種研修会の実施と、児相や学校との連携を充

実させる。

講演会や視察研修会を開催（市民児協2回・地区民児協16回）し、他機関が実施する研修

会にも参加をすすめ、知識習得に努めた。また、子育て応援メッセには多数のボランティア

として協力した。

A

22 主任児童委員の活動の充実 福祉総務課

子育て家庭への支援として、例年どおり子育て応援メッセへの協力や、研修会の開催と児

相・子ども家庭課・子ども健康課等との連携を深める。

講演会・視察研修会を年間各1回開催し、他機関の研修会も積極的に参加した。また､児

相・子ども家庭課との情報交換会を年間3回実施し、支援技術の向上に努めた。平成26年

度子育て応援メッセにはボランティア・実行委員として参加した。

A

23 市民センター・公民館を拠点とした地域福祉の推進 福祉総務課

福祉部内各課との円滑な連絡調整や、地区福祉窓口相談員の研修開催により、地区福

祉窓口での受付事務や相談業務などの充実をはかるとともに、子育て支援を含めた地域

福祉のネットワーク化を充実させる。

市民センター等に設置した地区福祉窓口と福祉部内各課をはじめ庁内関係課との円滑な

連絡調整の実施、及び地区福祉窓口相談員に対する研修会等の開催により、福祉・保健

にかかる相談対応や各種制度の申請受付業務等の充実をはかるとともに、子育て支援を

含めた地域福祉のネットワーク化を充実させることができた。

A

24 子育て・保育ボランティアの養成 生涯学習総務課

子育てに関するボランティアの裾野を広げるため、子ども青少年育成課と連携した講座内

容に変更予定

生涯学習大学において「保育ボランティアフォローアップ講座」を開催した。、（総合市民図

書館共催）

【日時】2015年3月8日　【参加者】5人

B

25 地域でのおはなし会の開催 総合市民図書館

おはなし会回数813回（数値目標については平成25年度末現在現状値）

おはなし会参加人数13,950名（数値目標については平成25年度末現在現状値）

図書館・図書室おはなし会ボランティア交流会連絡会4回

図書館・図書室おはなし会ボランティア研修会2回

・4市民図書館・11市民図書室におけるおはなし会等の実施816回、参加人数14,572人

図書館・図書室おはなし会ボランティア交流会連絡会4回

図書館・図書室おはなし会ボランティア研修会3回

A

26(15)

地域子育て支援活動(藤沢版つどいの広場)推進助

成事業の推進【再掲】

子ども青少年育成

課

子育て支援センターと連携し、各地区における地域子育て支援活動の充実を図る。 講師派遣等、地域子育て支援活動の充実を図った。 A

27 シニア世代による子育てサポート事業

子ども青少年育成

課

生涯学習総務課と連携し子育てボランティアの養成や活動の場をひろげ、ボランティアと

利用者数の増加を図る。

子育てふれあいコーナーあいあいに統合

あいあい・きらきらぼし（21カ所）291日開設、延べ利用者数4,524人

子育てボランティア養成講座の実施　ボランティア登録数51人

A

28 地域ぐるみ子育て応援団事業 子育て給付課

すくのびカードの未登録者に対して、子育て支援にかかる行事等を通して登録の勧奨を行

うとともに、協賛店舗の拡大を進める。

各地区で開催された子育て応援メッセ会場と市民まつりにおいて、会場付近で利用できる

協賛店舗ＭＡＰを配布しながらすくのびカードをＰＲし、登録の勧奨を行った。

また、市民まつり参加団体の協力により、会場内の出店ブースで商品の割引やプレゼント

などのサービスが受けられる「すくのびカード」の利用促進に努めた。

○すくのびカード登録者数　28,198人（平成27年3月31日現在）

○協賛店舗数　　　　　　　　　429店舗

B

29 公民館での子ども開放事業の実施 生涯学習総務課

引き続き、公民館施設を自由に利用できる開放事業等を実施し、子どもたちの地域での居

場所づくりを推進を図る。

①公民館を開放し、子ども達が企画・運営をおこなう、誰でも自由に参加できる事業。

②子どもが自由に来て、様々な遊び等を体験できる事業。

③体育室や学習室を提供し、子どもどおしの横の交流を深める開放事業。

①片瀬「子ども天国」、辻堂「第13回子どもフェスティバル」、湘南大庭「こどもまつり（ジャン

ボオセロ）」を実施し、合計1,0.34人が参加した。

②鵠沼「おもちゃのへや」、村岡「ワイワイ広場」、明治「夏休み子どものつどい～明治子ど

も夏まつり」、遠藤「ワイワイキッズ」、辻堂「あそびの広場」を実施し、合計1,646人が参加し

た。

③体育室、学習室開放：藤沢、鵠沼、御所見、遠藤、辻堂で実施し、合計1,013人が参加し

た。

B

30 青少年施設の運営

子ども青少年育成

課

青少年施設（青少年会館・児童館・少年の森・地域子供の家・ＳＬ広場）の適切な管理運営

及び平成24年度中に策定した「ふじさわ子ども若者計画2014」に基づき、子どもの社会性

を育み、若者の自立を支援するための事業を行う。

（青少年施設利用者数）　Ｈ26目標　595,527人

青少年会館　　　　  77,744人

児童館　　　　　　　174,024人

少年の森　　         64,788人

地域子供の家　   268,259人

ＳＬ広場　             10,712人

青少年施設（青少年会館・児童館・少年の森・地域子供の家・ＳＬ広場）の適切な管理運営

及び「ふじさわ子ども若者計画2014」に基づく子どもの社会性を育み若者の自立を支援す

るための事業を行った。

（青少年施設利用者数）　H26実績　610,004人

青少年会館　　　　  73,805人

児童館　　　　　　　176,096人

少年の森　　         65,999人

地域子供の家　   284,081人

ＳＬ広場　             10,023人

A

31 学校体育施設の開放拡充 スポーツ推進課 小・中学校の体育館・校庭の開放及び夏季期間の小学校プール開放を引き続き行う。 体育館開放54校、校庭開放54校、プール開放35校 A

32 放課後子ども教室推進事業

子ども青少年育成

課

放課後児童の居場所（遊び場）づくりについては、放課後子ども教室の拡大と他事業の地

域子供の家・児童館などの整備を含め、地域子供の家、児童館、放課後子ども教室が未

設置の11小学校区を優先して整備を検討していく。

H26年度目標　　事業実施小学校区数　2小学校区（現状維持）

小糸・亀井野の2小学校区において、地域の方々の参画を得て子どもたちの安全・安心な

居場所、遊び場を提供した。

・事業実施小学校区数　2小学校区

・利用児童数　小糸小学校区　1,857人、亀井野小学校区　5,444人

A

児童の居場所づく

りの推進
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33 法人立保育所等への助成 保育課

引き続き平成26年に開設予定の園も含めた社会福祉法人立等保育所に対し、人件費を

中心とした保育所運営費の助成を行い、保育内容の向上と施設運営の安定を図る。

新たに設置された3園を含めた社会福祉法人立等保育所に対して、人件費を中心とした運

営費等の助成を行い、保育内容の向上及び施設運営の安定を図った。

A

34 保育所の計画的な整備や受入児童数の拡大 保育課

藤沢市緊急保育対策2カ年計画に基づく定員拡大として、平成26年度中に法人立保育所1

園、認可外保育施設の認可化移行による新設園2園を予定しており、さらに、平成27年4月

に法人立保育所4園、認可化移行による新設園（小規模保育を含む）4園を予定している。

また、平成27年度以降に開園を予定している新設園も複数あり、今後も待機児童解消に

向けた取り組みを図る。

・認可保育所の新設（平成26年10月　2園　130人、11月　1園　70人、平成27年4月　4園

330人）

・既存保育所の定員拡大（平成27年4月　1園　50人増）

・小規模保育事業所の新設（平成27年4月　2事業所　38人）

上記の取り組みにより計618人の定員拡大を図り、待機児童数が大幅に減少した。

平成26年4月　258人→平成27年4月　83人（前年比175人減）

A

35

商店街空き店舗活用支援事業(子育て支援活動な

どを行うコミュニティビジネス事業者への助成）

産業労働課

空き店舗活用に限らず、地域資源を活用し、少子高齢化などを含めた地域課題の解決に

取り組むコミュニティビジネスを支援する。

支援に関する相談件数：29件

助成件数：0件

B

36 休日保育事業の実施 保育課 既存の休日保育実施園で引き続き保育を実施する。 法人立保育園2園で休日保育実施を継続的に実施した。 A

37(4) 一時預かり事業(一時保育事業)の推進【再掲】 保育課 平成27年度に開所予定の園に対し、一時預かり事業の実施を依頼する。 公立・法人立認可保育所15園で一時預かり事業を実施し,た。 A

38 病後児保育の推進 保育課 既存の病後児保育実施園で引き続き保育を実施する。 法人立保育園3園において、病後児保育を実施した。 A

39 延長保育事業の充実 保育課 既存園での引き続きの実施及び新設園での延長保育を実施する。 平成26年度新設園で延長保育を実施した。 A

40 夜間保育事業の推進 保育課 引き続き、南部地区の法人立保育園1園で実施する。 南部地区の法人立保育園1園で実施した。 A

41 民間保育施設サービスの充実 保育課

神奈川県と連携し、私設保育施設（認可外保育施設）に対する適切な助言や健康診断等

の助成をすすめるとともに、藤沢型認定保育施設制度を活用して、入所児童の処遇の改

善・安全の確保を図る。

また、国の「待機児童解消加速化プラン」を活用し、認可外保育施設の認可化を支援す

る。

認可保育所の補完的役割を担っている私設保育施設（認可外保育施設）に対し、引き続

き、神奈川県と連携し、私設保育施設に対する適切な助言や健康診断等の助成をすすめ

た。また、藤沢市独自の認定保育施設制度である藤沢型認定保育施設に対し助成を行う

ことで入所児童の処遇の向上を図った。

A

42 保育サービスの第三者評価の導入 保育課 平成26年度も新たに公立保育園2園で実施予定 平成26年度　公立保育園2園で実施した。 A

43 小児医療費助成事業 子育て給付課

0歳から小学校6年生までの入通院及び中学生の入院に係る医療費の助成を継続して実

施する。

県の緊急財政対策による補助金の見直しについて、県の動向について情報収集を行い、

対応を検討する。

○年間延べ見込対象者数　558,606人

○年間助成見込件数　　　　824,856件

○年間助成見込額　　1,651,192,000円

0歳から小学校6年生までの入通院及び中学生の入院に係る医療費の助成を継続して実

施した。

○年間延べ対象者数　553,822人

○年間助成件数　　　　800,989件

○年間助成額 　1,600,218,228円

A

44 児童手当等の支給 子育て給付課

児童を養育する者の家庭における生活の安定を図り、児童の健全な育成を支援するため

に、中学校修了前までの児童の養育者を対象に児童手当を支給する。また、子ども手当

については、申請書類に不備のあった養育者が、必要される書類を提出した場合、支給を

行う。

○子ども手当　延べ児童数　24人　　支給額　300,000円

○児童手当　　延べ児童数　689,714人　　支給額　7,316,580,000円

児童を養育する家庭の生活の安定を図り、児童の健全な育成を支援するため、中学校修

了までの児童の養育者を対象に児童手当を支給した。なお、子ども手当については支給

対象者はいなかった。

○児童手当　　延べ児童数　672,892人

　　支給額　6,983,290,000円

A

45 国・県への要望 子ども健康課

　予防接種や少子化対策など、今後も財政負担の増大が憂慮されるため、国の財源確保

や県の補助制度の創設等について、継続して要望していく。

　定期予防接種に係る経費に対し、国の財源確保や県の補助制度の創設等について要

望した。

　また、不妊症･不育症治療に対し、全国統一的な公費負担制度とすること、不育症の研

究や人材育成を推進することを要望した。

A

46 未熟児養育事業 子育て給付課

母子保健法の定めに基づき，身体の発育が未熟なまま出生した乳児が正常児と同等の

諸機能を得るために必要な入院に係る医療の給付を行う。

○受給者見込人数　  　 80人

○年間受診見込件数　212件

○年間助成予算額　21,650,000円

母子保健法の定めに基づき，身体の発育が未熟なまま出生した乳児が正常児と同等の

諸機能を得るために必要な入院に係る医療の給付を行った。

○受給者人数　  　         81人

○年間受診件数　        222件

○年間助成額　21,387,489円

A

47 障がい者等医療費助成事業 保健医療総務課

引き続き、障がい者等医療費助成事業を行い、障がい児の医療に係る経済的負担を軽減

し、保健の向上と福祉の増進を図る。

障がい者等医療証を交付している障がい児の医療に係る保険診療の自己負担分を助成

し、保健の向上と福祉の増進を図った。

A

48 障がい児福祉手当の給付 障がい福祉課

特別児童扶養手当などの支給に関する法律に基づき、障がい児に対して手当を支給す

る。

月額　14,140円（平成26年4月から）

受給者見込人数　185人

特別児童扶養手当などの支給に関する法律に基づき、障がい児に対して手当を支給し

た。

月額　14,140円（平成26年4月から）

受給者人数　188人

A

49 藤沢市障がい者福祉手当の給付 障がい福祉課

藤沢市障がい者福祉手当条例に基づき、障がい児に対して手当を支給する。

月額　4,000円

受給者見込人数　500人

藤沢市障がい者福祉手当条例に基づき、障がい児に対して手当を支給した。

月額　4,000円

受給者人数　496人

A
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●●●●基本目標基本目標基本目標基本目標１１１１　「　「　「　「地域地域地域地域におけるにおけるにおけるにおける子育子育子育子育てのてのてのての支援支援支援支援」」」」

個別事業に対する評価

中分類

平成２６年度実績平成２６年度目標担当課

事業の

達成状況

施策の方向

事業名

事業

Ｎｏ．

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満

50 幼稚園等就園奨励費補助事業 保育課

国の補助額が減額された場合については、既存の補助額を下回らないよう市単独補助で

助成する。

国の補助額に加え、市単独で補助額を上乗せした。また、平成26年度から国の幼児教育

の無償化に向けた段階的取り組みとして、低所得世帯及び多子世帯の補助単価の増額を

行った。

A

51 保育料の保護者負担の軽減 保育課

引き続き、保護者が負担する保育料については、国の示す保育料（徴収金基準額）に対し

て藤沢市独自でより低額な保育料を定め保護者負担の軽減を図る。

また、平成26年度より婚姻歴のないひとり親世帯について寡婦控除をみなし適用し、保護

者の経済的負担の軽減を図る。

国の示す保育料（徴収金基準額）よりも低額な藤沢市独自の保育料により、保護者負担の

軽減を図った。また、婚姻歴のないひとり親世帯について寡婦（夫）控除をみなし適用し、

保護者の経済的負担の軽減を図った。

A

52 認可外保育施設利用者への助成 保育課

現行制度により引き続き助成を行うとともに、平成27年度からの新制度を見据えながら助

成条件の見直しを検討していく。

引き続き、認可保育所に3ヶ月以上入所できずに認可外保育施設を利用している児童の

保護者を対象に、月額10,000円の助成を行うとともに、格差を是正するために、助成条件

の見直しについて検討した。

A
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●●●●基本目標基本目標基本目標基本目標２２２２　「　「　「　「親子親子親子親子のののの健康健康健康健康のののの確保及確保及確保及確保及びびびび増進増進増進増進」」」」

53 妊娠中からの保健指導の充実 子ども健康課

①一人あたりの妊婦健診受診数の増加（前年度を上回る）。

②妊娠届出書や妊婦健診から把握した要指導妊婦への指導の実施。

③妊婦等対象事業への参加増加。

両親学級・マタニティランチ・お口の健康づくり教室を統合し、マタニティクラスとして開催。

子ども健康課事業のほっとスペースは終了。地域の子育てひろば（妊婦も参加可能）への

紹介を行う。

①妊娠届出数3,837件、妊婦健診受診総数44,243回、一人あたりの妊婦健診受診数11.5

回；前年度（11.8回）より減

②妊娠届出書（生活アンケート）から把握した要指導妊婦（361人・9.5％）に対し指導実施。

前年度（9.4％）

③妊婦等対象事業への参加状況（参加者数と定員に対する参加率）

（ア）マタニティクラス（平日コース）：18コース・794人、49.9％

（イ）マタニティクラス（土曜日コース）：12コース・532人、73.9％

※平成26年度から、平日2日間コースと土曜日1日コースの選択制に事業変更。

B

54 妊娠中からの母性・父性の育成 子ども健康課

①妊婦等対象事業への参加増加。

両親学級・マタニティランチ・お口の健康づくり教室を統合し、マタニティクラスとして開催。

子ども健康課事業のほっとスペースは終了。地域の子育てひろば（妊婦も参加可能）への

紹介を行う。

②父子健康手帳の配布及び活用促進。

①妊婦等対象事業への参加状況（参加者数と定員に対する参加率）

（ア）マタニティクラス（平日コース）：18コース回・794人、49.9％

（イ）マタニティクラス（土曜日コース）：12コース・532人、73.9％

※平成26年度から、平日2日間コースと土曜日1日コースの選択制に事業変更。

②父子健康手帳配布数＝母子健康手帳配布数　3,837件

B

55 特定不妊治療費助成事業 子ども健康課 特定不妊治療事業費助成決定数　816件 特定不妊治療事業費助成決定数　936件 A

56 こんにちは赤ちゃん事業の充実 子ども健康課

①生後4か月までの訪問実施率100％

②不在等、状況未把握ケースに対しては、ケース会議等を通し状況把握に努める。

①こんにちは赤ちゃん事業　対象者数3,610人、実施数3,512人、実施率97.3％

②不在等、状況未把握のケースに対するケース会議の開催（12回）

周産期看護連絡会の開催（1回）をとおし、出産取り扱い医療機関等との連携を図った。

B

57 育児相談・育児教室の充実 子ども健康課

①育児相談を利用する母子の増加。

地域の子育てひろばとの連携による育児相談の実施。

②赤ちゃん教室の充実（幅広い対象者が参加できる形態への変更）を検討中。

（育児相談：）

①赤ちゃんの健康相談（3市民センター18回）延べ264人（14.7人／開設）

②お母さんと子どもの健康相談（南北保健センター48回）延べ2,038人（42.4人／会場）

③所内電話相談；9,741人；前年度（10,624人）より減

（育児教室：）

④赤ちゃん教室4か月：753組・64％；前年度（65％）より減

赤ちゃん教室11か月：602組・65％；前年度（71％）より減

⑤離乳食教室：695組・58％；前年度（64％）より減

食物アレルギー教室：106組・66％；前年度（72％）より減

子どもの食生活教室：316組・66％；前年度（67％）より減

B

58 乳幼児訪問指導の充実 子ども健康課

①生後4か月までの訪問実施率100％

②未熟児、慢性疾患児等、個々のニーズに合わせた支援の実施。（栄養、歯科指導も含

む）

※児童福祉法に基づくこんにちは赤ちゃん事業を、母子保健法による妊産婦・新生児・産

褥期訪問指導事業と統合した形で実施。生後4か月までの全数訪問を目指した。

①こんにちは赤ちゃん事業　対象者数3,610人、実施数3,512人、実施率97.3％

②未熟児訪問指導：242人、慢性疾患児訪問指導：94人

栄養士訪問（36回）、歯科衛生士訪問（23回）

B

59 ハイリスク母子虐待予防事業の推進 子ども健康課

①一人あたりの妊婦健診受診数の増加（前年度を上回る）。

②妊娠届出書や妊婦健診から把握した要指導妊婦への指導の実施。

③妊婦等対象事業への参加増加。

両親学級・マタニティランチ・お口の健康づくり教室を統合し、マタニティクラスとして開催。

子ども健康課事業のほっとスペースは終了。地域の子育てひろば（妊婦も参加可能）への

紹介を行う。

①妊娠届出数3,837件、妊婦健診受診総数44,243回、一人あたりの妊婦健診受診数11.5

回；前年度（11.8回）より減

②妊娠届出書（生活アンケート）から把握した要指導妊婦（361人・9.5％）に対し指導実施。

前年度（9.4％）

③妊婦等対象事業への参加状況（参加者数と定員に対する参加率）

（ア）マタニティクラス（平日コース）：18コース・794人、49.9％

（イ）マタニティクラス（土曜日コース）：12コース・532人、73.9％

※平成26年度から、平日2日間コースと土曜日1日コースの選択制に事業変更。

（ウ）育児不安の解消や育児支援、虐待予防を目的とした教室（若年母保健指導教室）へ

の参加状況（4回・参加者30組・参加率50.8％）；前年度（29組）より増

また、周産期看護連絡会の開催（1回）をとおし、出産取り扱い医療機関等との連携を図

り、要支援妊婦の当課への連絡を依頼した。

B

健やかな発育・発

達への支援と療

育支援の充実

60 乳幼児健診の充実 子ども健康課

①乳幼児健診受診率の向上（前年度を上回る）。

②健診時の個別支援の実施。

③健診事後フォローの充実。

④健診未受診児の養育環境の把握率の向上（前年度を上回る）。

①乳幼児健診の受診状況：

4月児健診：96.5％；前年度（96.6％）より減

9～10か月児健診：98.2％；前年度（92.1％）より増

1歳6か月児健診：95.7％；前年度（95.1％）より増

3歳6か月児健診：89.4％（87.5％）より増

②健診時の個別相談実施数・率：

1歳6か月児健診時の相談（心理相談396人・11％、生活相談578人・16％、歯科相談1,250

人・35％、栄養相談726人・20％）

3歳6か月児健診時の相談（心理相談326人・9％、生活相談314人・9％、歯科相談643人・

18％、栄養相談274人・8％）

③健診後のフォロー状況：健診事後相談；延べ902人、経過検診療養生活相談；延べ387

人

④健診未受診児の状況把握：

4か月児健診未受診児への対応；電話・手紙・訪問でフォロー。未受診児のうち、98％状況

把握。

9～10か月児健診未受診児への対応；ハローベビィ訪問、4か月児健診受診の有無等を加

味し、フォロー。

1歳6か月児健診未受診児への対応；ハガキ送付による更なる受診勧奨、訪問依頼。

B
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子

ど

も

と

親

の

健

康

づ

く

り

の

推

進

平成２６年度目標

中分類

個別事業に対する評価

担当課 平成２６年度実績

事業の

達成状況

安

全

な

妊

娠

・

出

産

へ

の

支

援

安全な妊娠・出産

と安心して育児が

できる相談支援の

充実

施策の方向性

事業名

事業

Ｎｏ．

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満



●●●●基本目標基本目標基本目標基本目標２２２２　「　「　「　「親子親子親子親子のののの健康健康健康健康のののの確保及確保及確保及確保及びびびび増進増進増進増進」」」」

平成２６年度目標

中分類

個別事業に対する評価

担当課 平成２６年度実績

事業の

達成状況

施策の方向性

事業名

事業

Ｎｏ．

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満

61 発育・発達の障がいがある児の早期発見 子ども健康課

①お母さんと子どもの健康相談や健診における心理相談、健診後の相談の実施・他機関

への情報提供件数

②子どもの発達に関する知識の普及啓発と、「育てにくさ」を感じている親への相談機会の

提供と支援。

①お母さんと子どもの健康相談（南北保健センター48回）延べ2,038人

健診における心理相談：1歳6か月児健診；396人、3歳6か月児健診；326人

心理相談経過観察：331人

②支援が必要な児について、他機関との連携を図った。

他機関への情報提供件数：総合療育相談センター0件、子ども家庭課・発達支援担当76件

B

62 予防接種の推進 子ども健康課

①定期予防接種率の向上(90％以上)。

②予防接種の意義についての普及啓発。

①定期予防接種率：

ＢＣＧ（98.5％）、四種混合（94.4％）、麻しん・風しん（1期97.6％・2期91.3％）、日本脳炎（1

期初回101.3％・追加100.2％、2期54.6％）

※三種混合・不活化ポリオワクチンは、四種混合ワクチンへ切り替わったため、平成26年

度から対象者・接種率が出せない。

②接種勧奨、啓発：こんにちは赤ちゃん事業・新生児訪問時、生後2か月時に冊子「予防接

種と子どもの健康」を郵送、対象年齢時の接種勧奨ハガキの郵送等

B

63 未熟児・慢性疾患児の保健指導・支援の推進 子ども健康課

①訪問指導の充実

②経過検診・療養生活相談の実施

③未熟児保健指導教室、慢性疾患児保健指導教室の実施

①未熟児訪問指導：242人、慢性疾患児訪問指導：94人

②経過検診療養生活相談：延べ270人

③未熟児保健指導教室43人、慢性疾患児保健指導教室・講演会454人

B

64 子どもの事故防止事業の推進 子ども健康課

①各公民館（市内13公民館）の健康教育実施率の向上（事故防止に関する健康教育を含

む）

②子育て応援メッセ等、イベントへの参加

①事故予防健康教育について、13公民館中、10公民館から依頼。（前年度10カ所）

保育付き救命講習の実施（1回）

②子育て応援メッセ等イベントへ参加し、啓発活動を実施。

B

65 母子歯科保健の充実 子ども健康課

①参加数の増加（前年度を上回る)。

両親学級・マタニティランチ・お口の健康づくり教室を統合し、マタニティクラスとして開催。

②赤ちゃん教室の変更（幅広い対象者が参加できる形態への変更）を検討中。

③歯科健診受診率の増加（個別相談を含む）。

①赤ちゃん教室4か月：753組・64％、赤ちゃん教室11か月：602組・65％

②2歳児歯科健診：3,111人・受診率82.7％

健診における歯科相談：1歳6か月児健診における歯科相談；1,250人、3歳6か月児健診に

おける歯科相談；643人

B

66 母子保健事業における食育の推進 子ども健康課

①マタニティランチ、子どもの食生活教室、食物アレルギー教室参加数（定員充足率80％

以上）

両親学級・マタニティランチ・お口の健康づくり教室を統合し、マタニティクラスとして開催。

②赤ちゃん教室、離乳食教室の変更（幅広い対象者が参加できる形態への変更）を検討

中。

③地域における教育の実施。

④健診、健康相談での栄養相談の実施。

①教室：

マタニティクラス（平日コース）；308人・57％；前年度（54％）より増

離乳食教室；695組・58％；前年度（64％）より減

食物アレルギー教室：106組・66％；前年度（72％）より減

子どもの食生活教室：316組・66％；前年度（67％）より減

②赤ちゃん教室11か月：602組・65％；前年度（71％）より減

③地域での健康教育：9回・261人

④相談：

お母さんと子どもの健康相談（南北保健センター48回）延べ2,038人

赤ちゃんの健康相談（3市民センター18回）延べ264人

健診における栄養相談；1歳6か月児健診における栄養相談；726人、3歳6か月児健診にお

ける栄養相談；274人

C

67

藤沢市食育推進計画「生涯健康！ふじさわ食育プ

ラン」の推進

健康増進課

第2次藤沢市食育推進計画（平成26～31年度）に基づき、大目標と新たに取り組む3つの

重点目標に向かって、市民、各種団体、行政が連携し、食育をより一層総合的かつ計画的

に推進していきます。

第2次藤沢市食育推進計画に基づき、「市民一人ひとりが生涯健康であるために、自分に

適した食生活を送る力を育む」を大目標に、3つの重点目標を加え、各機関（家庭・地域・

学校・企業・行政等）が役割を分担し、食育を推進した。

B

68 乳幼児期（保育所）の食生活の充実 保育課

地場産物の活用や6月の食育月間を中心とした、食に関する保育活動を実施。また、野菜

を栽培し、食材に触れる機会を提供する。

地場産物の活用や6月の食育月間を中心に食への関心を高めるため、クッキング保育や

園庭での食材の栽培など、給食食材に触れる機会などを提供した。

A

69 学童期の食に関する指導 学校給食課

・食に関する項目を含んだ教科や特別活動などの授業を36校（全校）で実施する。

・低学年からの段階的な指導を実施するため、「食に関する指導年間計画」を作成する（36

校）。

・家庭用啓発冊子「大切です！食生活」を36校（全校）で新1年生に配布する。

・給食だよりを毎月36校（全校）で発行する。

・食に関する項目を含んだ教科や特別活動などの授業を36校（全校）で実施。

・低学年からの段階的な指導を実施するため、「食に関する指導年間計画」を作成（36

校）。

・家庭用啓発冊子「大切です！食生活」を36校（全校）で新1年生に配布。

・給食だよりを毎月36校（全校）で発行。

A

70 子どもにかかわる医療体制の推進 保健医療総務課

・引き続き、小児医療体制を充実するため、休日・夜間急病診療所で、休日昼間及び夜間

23時までの小児科診療を行い小児救急の医療体制を確保するとともに、23時以降は、市

民病院が実施する小児救急24時間診療体制で対応する。

・「ふじさわ安心ダイヤル24」において、24時間体制で医療機関情報を提供するほか、育児

相談にも対応する。

・小児医療体制を充実するため、休日・夜間急病診療所で、休日昼間及び夜間23時まで

の小児科診療を行い小児救急の医療体制を確保するとともに、23時以降は、市民病院が

実施する小児救急24時間診療体制で対応した。

・「ふじさわ安心ダイヤル24」では、24時間体制で医療機関情報を提供したほか、育児相談

にも対応した。

　「ふじさわ安心ダイヤル24」の相談対象年齢別件数（平成26年4月～平成27年3月）

　乳幼児：6,792件、小中学生：1,913件、高校生～20歳：611件

A

71(43) 小児医療費助成事業【再掲】 子育て給付課

0歳から小学校6年生までの入通院及び中学生の入院に係る医療費の助成を継続して実

施する。

県の緊急財政対策による補助金の見直しについて、県の動向について情報収集を行い、

対応を検討していく。

○年間延べ見込対象者数　564,806人

○年間助成見込件数　　　　825,946件

○年間助成見込額　　1,656,359,000円

0歳から小学校6年生までの入通院及び中学生の入院に係る医療費の助成を継続して実

施した。

○年間延べ対象者数　553,822人

○年間助成件数　　　　800,989件

○年間助成額 　1,600,218,228円

A
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小児医療の充実

生涯健康であるた

めに自分に適した

食習慣の確立を

めざす



●●●●基本目標基本目標基本目標基本目標２２２２　「　「　「　「親子親子親子親子のののの健康健康健康健康のののの確保及確保及確保及確保及びびびび増進増進増進増進」」」」

平成２６年度目標

中分類

個別事業に対する評価

担当課 平成２６年度実績

事業の

達成状況

施策の方向性

事業名

事業

Ｎｏ．

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満

72(46) 未熟児養育事業【再掲】 子育て給付課

母子保健法の定めに基づき，身体の発育が未熟なまま出生した乳児が正常児と同等の

諸機能を得るために必要な入院に係る医療の給付を行う。

○受給者見込人数　          　 80人

○年間受診見込件数　        212件

○年間助成予算額　21,650,000円

母子保健法の定めに基づき，身体の発育が未熟なまま出生した乳児が正常児と同等の

諸機能を得るために必要な入院に係る医療の給付を行った。

○受給者人数　          　 81人

○年間受診件数　        222件

○年間助成額　21,387,489円

A

73 育成医療 子育て給付課

障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、18歳未満

の児童を対象に、現在、身体に障がいがあるか、または現在の疾患に対する治療を行わ

ないと、将来に一定の障がいを残すと認められるとき、手術等の治療によって確実に障が

いを除去、あるいは軽減する効果が期待できる場合について、育成医療の認定・給付を行

う。

○受給者見込人数　  　       57人

○年間受診見込件数　      285件

○年間助成予算額　7,417,000円

障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、18歳未満

の児童を対象に、現在、身体に障がいがあるか、または現在の疾患に対する治療を行わ

ないと将来に一定の障がいを残すと認められるとき、手術等の治療によって確実に障がい

を除去あるいは軽減する効果が期待できる場合について、育成医療の認定・給付を行っ

た。

○受給者人数　  　         33人

○年間受診件数        　130件

○年間助成額  　2,383,949円

A

74 小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業 子育て給付課

小児慢性特定疾患治療研究事業の対象となっている児童に対し，便器，特殊マットなどの

日常生活用具を給付することにより，日常生活の便宜をはかる。

小児慢性特定疾病医療費助成の対象となっている児童に対し，日常生活用具の給付を

行った。（平成27年1月から「小児慢性特定疾患児日常生活給付事業」から「小児慢性特定

疾病児童日常生活給付事業」に制度改正）

○対象件数　1件

A

75 小児慢性特定疾病医療費助成事業(経由事務） 子育て給付課

慢性疾患により長期療養を必要とする児童などの健全な育成をはかるため，県知事へ医

療給付に関する手続の経由事務を行う。

慢性疾患により長期療養を必要とする児童などの健全な育成を図るため，県知事へ医療

費の助成に関する手続の経由事務を行った。（平成27年1月から「小児慢性特定疾患医療

費助成事業」から「小児慢性特定疾病医療費助成事業」に制度改正）

○送付件数　175件

A

76 療育医療給付事業(経由事務） 保健予防課

前年までと同様に、結核で長期療養を必要とする児童に対する心身両面に渡る支援を引

き続き行う。

対象件数　0件 A

思

春

期

保

健

対

策

の

充

実

思春期の健康と

性の問題への取

り組みの推進

77 思春期保健指導の充実 子ども健康課

①学校からの依頼に基づく、思春期健康教育の実施率の向上（前年度を上回る）。

②思春期講演会の開催（1回以上）。

③所内相談（電話・面接）の実施。

①小学校1校・中学校3校・高校1校・その他1校の計6校（878人）に実施；前年度（10校）より

減

②思春期講演会　1回実施（110人）

③所内相談の実施（面接1件、電話4件）

B

子

ど

も

と

親

の

健

康

づ

く

り

の

推

進

小児医療の充実



●●●●基本目標基本目標基本目標基本目標３３３３　「　「　「　「豊豊豊豊かなかなかなかな心心心心をををを育育育育むむむむ教育環境教育環境教育環境教育環境のののの整備整備整備整備」」」」

78 幼稚園や保育所の機能を活用した事業の推進 保育課

引き続き幼稚園や地域育児センター25園(予定）をはじめとする認可保育所において、異

年齢児（小・中・高校生）と園児との交流を進める。

幼稚園や地域育児センター事業25園をはじめとする認可保育園において、異年齢児（小・

中・高校生）との交流を行った。

A

79 幼児理解（家庭科・総合的な学習の時間） 教育指導課

各学校での家庭科・生活科・総合的な学習の時間などにおける実践的・体験的な学習を

通して、「幼児理解」の推進が図られるよう支援する。

中学校技術・家庭科「幼児の生活と家族」の題材や総合的な学習の職場体験で幼稚園や

保育園を訪問し幼児との触れ合いを行った。

B

80 フレンド＆ファミリースポーツの推進 スポーツ推進課

カローリングやファミリーバトミントンなどのニュースポーツ用具を地区社会体育振興協議

会・各公民館などへ無料で貸し出しを行い、ニュースポーツの普及・拡大を図る。

貸し出し件数　平成26年度　94件 A

81

親になる人たちへの保育体験など家庭教育支援の

推進

子ども青少年育成

課・保育課

保育園・高校や各関係機関と調整をしながら、プレママ体験等でだっこ人形等を使い保育

体験を進める。

保育園や各関係機関と調整をしながら、プレママ体験等でだっこ人形等を使い保育体験を

進めた。

B

82 指導法の工夫改善と指導の充実 教育指導課 計画訪問による指導助言　18校予定 小学校11校、中学校7校を訪問し、授業参観・協議会において指導助言を行った。 A

83 教職員の研修・研究の充実 教育指導課

初任者、1年、2年、3年、4年、20年の各経験者を対象に、指導技術や指導力等「教師力」

の向上を図る研修を行う。

0年経験者63名、1年経験者53名、3年経験者70名、4年経験者85名、20年経験者9名を対

象に、指導技術や指導力等「教師力」の向上を図る研修を行った。

A

84 学校運動部活動指導者の養成

教育指導課・ス

ポーツ推進課

藤沢市中学校部活動指導者新規派遣に係る講習会として、学校の要望に応じて派遣でき

るよう計画していく

指導者派遣人数　平成26年度　58名 B

85

ふじさわティーチャーズカレッジ「学びあい」事業の

充実

学校教育企画課 ◇平成25年度をもって事業廃止 ◇平成25年度をもって事業廃止 A

86 いじめ防止プログラムの推進 教育指導課

小・中15校においてより学校の希望に沿った形での「いじめ防止プログラム」を検討実施

し、児童・生徒の自尊感情を高め、いじめの傍観者をなくす環境づくりを進める。

小学校4校・中学校9校で「いじめ防止プログラム」を、小学校3校・中学校2校で「いじめ防

止教室」を実施し、児童・生徒の自尊感情を高め、いじめの傍観者を無くす環境がつくられ

た。

B

87 青少年健全育成事業

子ども青少年育成

課

次世代育成支援行動計画の計画事業として位置付け、今後も青少年を対象として、社会

参加を推進する事業、活動を支援する事業、さまざまな体験機会を提供する事業等を実

施し、青少年の健全育成に努める。

①成人式

社会人としての自覚を高めるために、1月12日成人の日に新成人を祝うつどいを開催し、

式典を実施した。（参加者2,528人）

②親子ふれあいコンサート

名曲を通して青少年の情操と共感する心を養うとともに、親子・異年齢の青少年のふれあ

いの場を提供することを目的として、12月14日に実施した。（参加者468人）

③ふじさわ未来プロジェクト「食べて！あそんで！泊まって！まちづくり隊」

子どもたちの今後の社会参加・社会参画を目的として、小学生がそれぞれの「理想のま

ち」について話し合い、架空のまちの巨大模型を作成し、発表会を行った。10月～11月に

宿泊研修を含むワークショップを経て、11月16日に発表。（参加者20人）

A

88 こども館事業の充実 文化芸術課 こども館入場者数：176,000人 こども館入場者数：202,920人 A

89 小・中学校整備事業 学校施設課

学校施設環境整備事業等で次の整備・改修工事を行う。

トイレ改修工事4校、緑のカーテン設置9校、非構造部材工事6校、外壁等改修工事2校、空

調設備設置改修工事6校、エレベーター設置工事1校、法面防護工事1校、プール給水ポ

ンプ改修工事2校、万年塀改修工事1校、非常用屋外階段設置工事1校

学校施設環境整備事業等で次の整備・改修工事を行った。

トイレ改修工事7校、緑のカーテン設置9校、体育館等非構造部材耐震改修工事5校、外壁

等改修工事2校、空調設備設置工事5校、空調設備改修工事2校、エレベーター及び通用

門設置工事（バリアフリー）1校、プール給水ポンプ改修工事2校、非常用屋外階段設置工

事（津波対策）1校

A

90 設備の整備 教育指導課 学校非常通報システムの整備・維持・管理を市内55校で継続する。 学校非常通報システムの整備・維持・管理が市内55校で継続できた。 A

91

喫煙・飲酒・薬物乱用防止（保健体育科・総合的な

学習の時間・特別活動）

教育指導課・各学

校

薬物乱用防止教室をすべての学校で行っていくとともに、たばこやアルコールの害につい

ても各学校の実態に応じて取り上げて指導していけるよう指導法や教材などを支援する。

各学校において保健体育の学習のみならず、薬物乱用防止教室を開催し、薬物の怖さを

学ぶことができた

B

92 社会環境浄化活動の推進

子ども青少年育成

課

引き続き、昨年度同様、青少年の健全な育成を阻害する恐れのある環境要因の浄化活動

を青少年指導員や街頭指導員の協力を得て、街頭指導、実態調査・有害図書類等区分陳

列調査（社会環境実態調査）などにより進めていく。また、講演会や街頭キャンペーン、薬

物乱用防止パネルの活用により、市民への非行防止啓発活動の充実を図る。

社会環境実態調査対象店舗数　H26目標値30店

青少年指導員や街頭指導員による街頭指導、実態調査、有害図書類等区分陳列調査な

どにより青少年の健全な育成を阻害する恐れのある環境要因の浄化活動を進めた。

その他に、講演会（7月）、街頭キャンペーン（7月、12月、3月）、薬物乱用防止パネルの掲

出等を行った。

社会環境実態調査対象店舗数　H26実績値57店

B

93 安全指導の充実 教育指導課

・防犯ブザーの配布及びジュニアライフセービング教室の開催については、基本的に継続

していく。

・スクールガードリーダーについては、拡大配置していきたい。

・防犯ブザーの配布（小・特別支援学校1年生）　36校

・ジュニアライフセービング　26校（27回実施）

・スクールガードリーダー　6地域

・児童安全指導研修会（学校安全担当者会）　1回

A

94 家庭科学習（家庭科）

各学校・教育指導

課

各学校において、家庭の機能に関する授業の実践を行う。

小学校家庭科や中学校技術・家庭科の授業の中で家庭の機能に関する授業実践が行わ

れた。

B

95 保育者セミナー 生涯学習総務課

公民館の保育ボランティア育成のため、事業は継続するが、内容や開催時期を検討し開

催する。

保育者セミナーを開催した。

【日時】2015年12月1日～15日　全3回

【参加者】延べ58人（公民館で活動する保育ボランティア）

B

96 公民館事業の充実 生涯学習総務課

子どもを対象とした各種継続的な学習事業、地域内での世代間交流事業を実施し、家庭

教育の支援の充実を図る。

①全公民館において、子育て中の保護者と子を対象とした乳幼児家庭教育学級を実施す

る。

②子どもの自主性を生かし、地域での異年齢間交流を図る子ども事業（児童学級）を実施

する。

③地域の大人が、伝承文化や自然環境などを子どもたちに教え伝える事業を実施する。

全13公民館で家庭教育学級を実施し、各館約19組の親子が学習した。

地域の大人が、伝承文化や自然環境などを子どもたちに教え伝える事業を村岡、六会、

片瀬、遠藤、善行で実施し、合計625人が参加した。

子どもの自主性を生かし、地域での異年齢間交流を図る子ども事業（児童学級）を藤沢、

鵠沼、片瀬、明治、善行、湘南大庭で実施し、合計1,861人が参加した。

B
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平成２６年度実績平成２６年度目標

施策の方向

事業名

事業

Ｎｏ．

担当課

事業の

達成状況

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満



●●●●基本目標基本目標基本目標基本目標３３３３　「　「　「　「豊豊豊豊かなかなかなかな心心心心をををを育育育育むむむむ教育環境教育環境教育環境教育環境のののの整備整備整備整備」」」」

中分類

個別事業に対する評価

平成２６年度実績平成２６年度目標

施策の方向

事業名

事業

Ｎｏ．

担当課

事業の

達成状況

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満

97 学校間教育連携の推進

教育指導課・保育

課

子どもの成長過程にあわせた教育活動を行うために、幼稚園・保育園・小学校・中学校の

連携推進を図る。

幼保小中連携推進委員会を年2回実施した。教育連携担当者会と幼保小中合同研修会を

それぞれ年1回実施した。小・中・特別支援学校から各1名の代表と保育園・幼稚園からも

参加があり情報交換及び研修を行った。

A

98 ふれあい体験活動の推進

学校教育企画課

教育指導課

○八ヶ岳野外体験教室での活動の実施（小学5年生35校、中学1年生19校、特別支援学校

1校実施予定）

・国際理解協力員の派遣（国際理解協力員6名、35校1～4年生全学級と特別支援学校を

訪問予定）

○八ヶ岳野外体験教室での活動の実施

（小学5年生35校、中学1年19校、特別支援学校1校）

・国際理解協力員の派遣（国際理解協力員6名、35校全学級の訪問を行った。

A

99 参加しやすい環境づくりと事業の実施 スポーツ推進課

本市の「ふじさわスポーツ元気プラン」に基づき、財団の自主事業として、ふれあいスポー

ツ交流会を実施する。

参加人数　平成26年度　243人 A

100 児童生徒指導の充実 教育指導課

・藤沢市スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、いじめ防止対策担当スクー

ルカウンセラーの配置

・小学校児童指導担当者会　1回

・中学校生徒指導担当者会　7回

・学校警察連絡協議会　4回

・いじめ防止担当者会　1回

・藤沢市スクールカウンセラーの配置

（藤沢市スクールカウンセラー18名を小・中学校54校に配置、ＳＳＷ1名を学校教育相談センターに

配置）

・小学校児童指導担当者会　1回

・中学校生徒指導担当者会　7回

・学校警察連絡協議会　4回

A

101 学校教育相談センターの充実 教育指導課

・相談による児童生徒の学校生活等への支援充実

・相談受付　週6日（平日及び土曜日の午前中）

・就学支援委員会　9回

・相談による児童生徒の学校生活等への支援の充実を図ることができた。

・週6日相談受付により、土曜来所の相談を受けることができた。

・9回の就学支援委員会において丁寧な就学相談を行うことができた。

B

102 特別支援教育の充実 教育指導課

・特別支援教育協議会　4回

・アセスメント研修会　3回

・特別支援教育スーパーバイザーの派遣　12回

・特別支援学級及び特別支援学校在籍児童のための体育館開放　32回

・特別支援教育協議会　4回

・アセスメント研修会　3回

・特別支援教育スーパーバイザーの派遣　12回

・特別支援学級の開設　1校

・特別支援学級及び特別支援学校在籍児童のための体育館開放　32回

A

103(96) 公民館事業の充実【再掲】 生涯学習総務課

子どもを対象とした各種継続的な学習事業、地域内での世代間交流事業を実施し、家庭

教育の支援の充実を図る。

①全公民館において、子育て中の保護者と子を対象とした乳幼児家庭教育学級を実施す

る。

②子どもの自主性を生かし、地域での異年齢間交流を図る子ども事業（児童学級）を実施

する。

③地域の大人が、伝承文化や自然環境などを子どもたちに教え伝える事業を実施する。

全13公民館で家庭教育学級を実施し、各館約19組の親子が学習した。

地域の大人が、伝承文化や自然環境などを子どもたちに教え伝える事業を村岡、六会、

片瀬、遠藤、善行で実施し、合計625人が参加した。

子どもの自主性を生かし、地域での異年齢間交流を図る子ども事業（児童学級）を藤沢、

鵠沼、片瀬、明治、善行、湘南大庭で実施し、合計1,861人が参加した。

B

104 開かれた学校づくり 教育指導課

学校の要望に応じて学生ボランティアを派遣できるよう、引き続き計画していく。

20校　40名のスクールライフサポーターの派遣

15校　20名の学生学校支援ボランティアの派遣

・17校　25名のスクールライフサポーターを派遣した。

・小学校20校・中学校3校に50名の学生学校支援ボランティアを派遣した。

B

105 学校・家庭・地域連携推進事業 学校教育企画課

○学校・家庭・地域連携推進会議会長会を4回開催（各協力者会議の充実に向けた協議・

情報交換）

○地域協力者会議（15会議）での事業を実施

○ふじさわ教育フォーラムを1回開催

○学校・家庭・地域連携推進会議会長会の開催4回（各協力者会議の充実に向けた協議・

情報交換）

○地域協力者会議（15会議）の開催137回（地域課題の検討、開催事業の検討等）

○ふじさわ教育フォーラムを1回開催

A

106 地域で学校を支える「おやじの会」の創設 学校教育企画課 平成25年度から「学校・家庭・地域連携推進事業」に統合 平成25年度から「学校・家庭・地域連携推進事業」に統合 B

107 地域青少年健全育成活動への助成・支援

子ども青少年育成

課

青少年関係団体への助成・支援等を行うとともに、地域や関係団体との連携を図ることに

より、青少年健全育成活動の一層の充実を図る。

（青少年団体及び育成団体加入者数）

　H25実績値　7,241人→H26目標値　7,250人

（青少年団体の助成・支援事業）

①子どもフェスティバル事業の実施

5月5日のこどもの日に少年の森において、青少年の健全育成を行う場、各団体の活動に

興味を持ってもらう場、団体相互間のコミュニケーションの場として開催し、約2,400人が参

加した。

②青少年団体交流事業の実施・青少年団体活動の助成及び支援

市内の青少年団体・青少年育成団体の会員が集まり、各団体から選出された実行委員会

が企画運営した事業等を実施することで団体間のコミュニケーションを図ることができた。

また、青少年関係団体（14地区青少年育成協力会、藤沢市子ども会連絡協議会他12団

体）に対し、助成し、青少年関係団体活動の活性化・事業の充実を図った。

（青少年団体及び育成団体加入者数）

H26実績　6,748人

A

108 団体組織の充実 スポーツ推進課

引き続き、藤沢市スポーツ少年団活動の充実と組織の効果的な支援策について研究を進

める。

登録団体　平成26年度　67団 A

109 モデルクラブの設置 スポーツ推進課

公共施設を利用した誰でも参加できる事業を開催するとともに、新たな地域総合型スポー

ツクラブの設立を支援する。

地域総合型スポーツクラブ2団体について設立後の支援をした。 A

110 学校支援コーディネーター制度の推進 学校教育企画課

開かれた学校づくりと、子どもたちの教育環境の向上を図る（8小学校、12中学校で実

施）。

開かれた学校づくりと、子どもたちの教育環境の向上を図った。（8小学校、12中学校、計

20校で実施）

A
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す

地域社会全体で

の教育力向上

ふれあい体験活

動の推進



●●●●基本目標基本目標基本目標基本目標３３３３　「　「　「　「豊豊豊豊かなかなかなかな心心心心をををを育育育育むむむむ教育環境教育環境教育環境教育環境のののの整備整備整備整備」」」」

中分類

個別事業に対する評価

平成２６年度実績平成２６年度目標

施策の方向

事業名

事業

Ｎｏ．

担当課

事業の

達成状況

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満

111 幼児をもつ家庭の父親・母親の交流

保育課・子ども青

少年育成課

引き続き、就学前の子どもを持つ父親・母親を対象に、子どものしつけや適切な食習慣・

生活習慣の形成などに向け、親同士の交流の中で子育ての知恵や技術を相互に学びあ

い、親としての自覚を高めていくことができるよう交流を進める。

引き続き、就学前の子どもを持つ父親・母親を対象に、子どものしつけや適切な食習慣・

生活習慣の形成などに向け、親同士の交流の中で子育ての知恵や技術を相互に学びあ

い、親としての自覚を高めていくことができるよう交流を進めた。

A

112 幼児教育振興助成費 保育課

引き続き、幼稚園等における園具及び教材教具等購入費・健康管理費について、平成25

年度同様に補助を実施する。

引き続き、幼稚園等における園具及び教材教具等購入費・健康管理費について、平成25

年度同様に補助を実施した。

A

113 幼稚園協会等補助金 保育課

引き続き、教職員の研修、研究費及び私立幼稚園協会等の運営活動に係る費用を補助

することにより、幼児教育の充実を図る。

引き続き、教職員の研修、研究費及び私立幼稚園協会等の運営活動に係る費用を補助

することにより、幼児教育の充実を図った。

A

114 幼稚園等運営資金貸付金 保育課

引き続き、藤沢市私立幼稚園協会及び藤沢市幼児教育協議会に対し、私立幼稚園等の

運営の健全性の保持と幼児教育環境の向上を期するため、運営資金の貸し付けを行う。

藤沢市私立幼稚園協会及び藤沢市幼児教育協議会に対し、幼児教育施設の運営の健全

性の保持と幼児教育環境の向上を期するため、運営資金の貸し付けを行った。

A

115

就学援助費事業(要保護準要保護児童・生徒援助

事業)

学務保健課

教育にかかわる費用の負担軽減のため、国の要綱に基づき、学用品費、給食費、社会見

学費、林間臨海学校費、修学旅行費、卒業アルバム購入費、医療費及びめがね購入費な

どの援助を行う。

藤沢市立小・中学校等に在籍する児童･生徒のうち、経済的な理由により就学困難と認め

られる児童の保護者に対し、学用品費、新入学学用品費、修学旅行費、社会見学費、林

間学校費、医療費、給食費、通学費、卒業アルバム購入費、めがね購入費の一部を援助

した。

対象者　　小学生　3,551人、中学生　1,972人

A

116 特別支援教育就学奨励費事業 学務保健課

教育にかかわる費用の負担を軽減するため、国の要綱などに基づき、学用品費、給食

費、社会見学費、林間臨海学校費、修学旅行費・通学費などの補助を行う。

「特別支援学校への就学奨励に関する法律」等に基づき、藤沢市立小・中学校の特別支

援学級に在籍する児童生徒の保護者に対し、学用品等購入費、新入学学用品費、修学旅

行費、社会見学費、林間臨海学校費、給食費、通学費等の一部を補助した。

対象者　　小学生　114人、中学生　　61人

A

117 音楽・演劇鑑賞事業 文化芸術課

・ワンコインコンサート：5公演　800人、ゴールデンウィーク：2公演　1,200人

・こころの劇場：3公演　4,000人

・ワンコインコンサート：5公演　1,942人、ゴールデンウィーク：2公演　910人

・こころの劇場：3公演　3,799人

A

118 アウトリーチ（音楽の学校訪問）事業 文化芸術課 14校　15回　1,500人 17校　25回　2,169人 A
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あう機会の充実



●●●●基本目標基本目標基本目標基本目標４４４４　「　「　「　「子育子育子育子育てしやすいてしやすいてしやすいてしやすい生活環境生活環境生活環境生活環境のののの整備整備整備整備」」」」

良質な住宅の確

保

119 市営住宅 住宅課

住宅に困窮する低所得者に、低廉な家賃で提供する市営住宅の入居募集を行う

募集時期：1月，7月

7月と1月に住宅に困窮する低所得者に低廉な家賃で提供する市営住宅の入居募集を

行った。

A

120 緑地保全地区等の拡大 公園みどり課

・緑地保全事業

保存樹林・樹木・生垣の保存指定や市有山林・特別緑地保全地区の維持管理及び有効活

用を図ると共に、市民との協働による樹林地の維持管理を進める。

・緑地取得事業

市内に残された貴重な緑地を保全するため、みどり基金による用地取得を進める。

緑地取得　川名緑地

・緑地保全事業

保存樹林・樹木・生垣の保存指定や市有山林・特別緑地保全地区の維持管理及び有効活

用を図るとともに、市民との協働による樹林地の維持管理を進めた。

・緑地取得事業

市内に残された貴重な緑地を保全するため、みどり基金による用地取得を行った。

緑地取得　川名緑地

A

121 緑化推進運動 公園みどり課

・緑化推進啓発活動

1　緑に関するポスター・学校花だん等のコンクールの実施、及び入賞者の発表の場として

緑と花いっぱい推進の集いを開催し、緑化の普及啓発を行う。

2　公共施設への植え付けを行う。（公共施設22箇所）

3　自然観察会の実施やガイド等のパンフレットを発行し、普及啓発を行う。

・緑化推進啓発活動

1　緑に関するポスター・学校花だん等のコンクールを実施し、緑化の普及啓発を行った。

入賞者の発表の場として、緑と花いっぱい推進の集いを11月15日に市民会館大ホールに

て開催した。

2　公共施設への草花の植え付けを行った。（公共施設22箇所）

3　自然観察会の実施やガイド等のパンフレットを発行し、普及啓発を行った。

A

122 公園・広場等の拡大 公園みどり課

・公園新設事業

緑のオープンスペースとしての公園を、潤いと安らぎを与え、生き生きと集える、市民の憩

いの場として整備を進める。

対象：市民

公園整備：上高倉公園の新設工事を行う。

　　　　　　　烏森公園の遊具改修を行う。

・緑の広場設置事業

地域に散在する空閑地を緑の広場として借地し、地域住民の憩いの場とする。

緑の広場数：94箇所

・公園新設事業

緑のオープンスペースとしての公園を、潤いと安らぎを与え、生き生きと集える、市民の憩

いの場として整備を進めた。

対象：市民

公園整備：上高倉公園新設工事を行った。烏森公園他5公園の遊具改修を行った。

・緑の広場設置事業

地域に散在する空閑地を緑の広場として借地し、地域住民の憩いの場とした。

緑の広場数：90箇所

A

123 安全な遊び場をめざした地域との連携 公園みどり課

・公園愛護会育成事業

街区公園等の管理（清掃・除草等）を地域住民の協力を得て行うため、公園愛護会（市民

により構成される団体）の設立を勧奨し、地域による公園の自主管理組織を育成する。

対象：公園愛護会及び公園愛護会が設立されていない公園の近隣自治会

補助内容：公園愛護会交付金を13地区毎で設立された愛護会協議会に交付。各愛護会

への交付など、使い方については各地区の連絡協議会で議論・調整する。前年に引き続

き、公園愛護会アドバイザー養成講座を開催し、アドバイザー的な役割を担う人材の育成

に努める。

・公園愛護会育成事業

街区公園等の管理（清掃・除草等）を地域住民の協力を得て行うため、公園愛護会（市民

により構成される団体）の設立を勧奨し、地域による公園の自主管理組織を育成した。

対象：公園愛護会及び公園愛護会が設立されていない公園の近隣自治会

補助内容：公園愛護会交付金を13地区毎で設立された愛護会協議会に交付。各愛護会

への交付など、使い方については各地区の連絡協議会で議論・調整した。

A

124

自然を生かしたスポーツ・レクリエーション広場の設

置

スポーツ推進課

ビーチレクリエーションゾーンの管理運営を（公財）みらい創造財団に業務委託し、ビーチ

スポーツの普及・拡大を図る。

施設利用者数　平成26年度　78,668人 A

125 歩行空間等整備事業 道路整備課

誰もが安全に安心して通行できる道路交通環境の整備を図る。

歩道整備延長　Ｌ＝208ｍ（中学通り線）、L＝80ｍ（湘南台297号線）、Ｌ＝130ｍ（村岡17号

線）、L＝132ｍ（藤沢駅辻堂駅線）、Ｌ＝187ｍ（藤沢駅辻堂駅線）、L＝112ｍ（戸中橋線）

誰もが安全に安心して通行できる道路交通環境の整備を図った。

歩道整備延長　 Ｌ＝208ｍ（中学通り線）、Ｌ＝80ｍ(湘南台297号線）、 Ｌ＝129ｍ（村岡17

号線）、Ｌ＝123ｍ（藤沢駅辻堂駅線）、Ｌ＝187ｍ（藤沢駅辻堂駅線 （その2）、Ｌ＝137ｍ（戸

中橋線）の実施

A

126 藤沢市道路特定事業計画の推進 道路整備課

六会日大前駅周辺地区移動円滑化基本構想に基いた道路特定事業を実施予定。

整備予定延長　Ｌ＝260ｍ（六会駅東口通り線）の実施

六会日大前駅周辺地区移動円滑化基本構想に基づき道路特定事業を実施した。

整備実施延長　Ｌ＝260ｍ（六会駅東口通り線）の実施

A

子

育

て

バ

リ

ア

フ

リ

ー

の

推

進

公共施設・公共交

通機関・建築物等

のバリアフリー化

127 公共施設のバリアフリー化 公共建築課

公共建築課では、予算主管課と調整をとりながら、次のことを進めます。

①「藤沢市公共建築ユニバーサルデザインマニュアル」を活用し、よりきめ細かな対応の

ユニバーサルデザインを目指します。

②関係各課への「マニュアル」周知を強め、予算見積時期に先駆け要請を行い、バリアフ

リー化等予算を確保するよう促していく。

公共建築課では、予算主管課からの要望等をふまえ、限られた予算の範囲内において、

次のようなユニバーサルデザイン化となる整備を実施しました。

①小学校のトイレ改修工事において、床の段差解消等のバリアフリー化等を実施しまし

た。

②中学校にエレベーターを設置し、学校敷地へのアプローチの段差解消などを実施しまし

た。

③藤沢駅北口第2自転車等駐車場を新築しました。

④湘南大庭スポーツ広場にスロープ等を設置しました。

A

道

路

交

通

環

境

の

整

備

安全に歩行できる

歩道の確保

良好な自然環境

の整備

中分類

個別事業に対する評価

生

活
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都

市
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住

環

境

の

整

備

安心して遊べる公

園・広場等の整備

施策の方向

事業

Ｎｏ．

事業名 担当課 平成２６年度目標 平成２６年度実績

事業の

達成状況

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満



●●●●基本目標基本目標基本目標基本目標４４４４　「　「　「　「子育子育子育子育てしやすいてしやすいてしやすいてしやすい生活環境生活環境生活環境生活環境のののの整備整備整備整備」」」」

中分類

個別事業に対する評価

施策の方向

事業

Ｎｏ．

事業名 担当課 平成２６年度目標 平成２６年度実績

事業の

達成状況

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満

128 交通安全運動 防犯交通安全課

・春秋の全国交通安全運動期間及び交通安全日において登園、登校時の児童、生徒に対

して街頭指導を行う。

　春・秋全国交通安全運動期間における街頭指導　6日間(春・3日間、秋・3日間)

　交通安全日(毎月1日及び15日)における街頭指導  20日間

・四季の交通安全運動時における啓発チラシの配布　42,000枚

※チラシには子どもの交通安全確保に関する啓発事項を、複数の交通安全啓発項目のう

ちの一つとして記載

・春秋の全国交通安全運動期間及び交通安全日において登園、登校時の児童、生徒に対

して街頭指導を行った。

　春・秋全国交通安全運動期間における街頭指導　6日間(春・3日間、秋・3日間)

　交通安全日(毎月1日及び15日)における街頭指導  20日間

・四季の交通安全運動時における啓発チラシの配布　42,000枚、回覧チラシ60,000枚

※チラシには子どもの交通安全確保に関する啓発事項を、複数の交通安全啓発項目のう

ちの一つとして記載

A

129 交通安全教育・指導 防犯交通安全課

・交通安全教室の開催回数及び対象人数

　幼稚園、保育園　45回 8,000人、小学校　50回 7,500人

・交通安全地域指導者研修会　（随時）

・交通安全幼児教育担当者研修会　（随時）

・交通安全教室の開催回数及び対象人数

　幼稚園、保育園　70回　8,257人、小学校　51回　6,609人

・交通安全地域指導者研修会　（1回）

・交通安全幼児教育担当者研修会　（1回）

A

130 チャイルド（ベビー）シート着用の啓発 防犯交通安全課

・四季の交通安全運動時における啓発チラシの配布　42,000枚

※チラシにはチャイルドシート着用に関する啓発事項を、複数の交通安全啓発項目のうち

の一つとして記載

・交通安全パネル展開催

・四季の交通安全運動時における啓発チラシの配布42,000枚、回覧チラシ60,000枚

※チラシにはチャイルドシート着用に関する啓発事項を、複数の交通安全啓発項目のうち

の一つとして記載した

・交通安全パネル展を9/19～30に開催した

A

131 通学路の指定 学務保健課

児童生徒の登下校中の安全確保のため、通学路の指定及び通学路に面した箇所の宅地

などの開発業者への指導を実施する。

通学路の指定及び通学路に面した箇所の宅地などの開発業者への指導を実施できた。 A

132 防犯ブザーの貸出し、配布 防犯交通安全課

市民センター及び公民館と防犯交通安全課では通年で対応し、駅頭での防犯街頭キャン

ペーンにおいては年2回対応している。また、コンビニエンスストアと連携した安心みまもり

ステーション等での無料貸出を継続する。年間250個を目標。

通年で市民センター及び公民館と防犯交通安全課、年2回駅頭での防犯街頭キャンペー

ンにおいて、また、コンビニエンスストアと連携した安心みまもりステーション等での無料貸

出を継続して行った。

対象：市民その他　　貸出数量：340個

A

133 パトロール活動への積極的な支援 防犯交通安全課

市内14地区の地区パトロール隊及び防犯ボランティア団体に対して、防犯パトロールの強

化及び充実した防犯活動を推進する一助とするため、パトロール用等の防犯用品を配布

するなど積極的に支援する。配布品は、ベスト、帽子、防犯灯等の防犯用品で、300万弱

の防犯用品の支援を目標

市内14地区の地区パトロール隊及び防犯ボランティア団体に対して、防犯パトロールの強

化及び充実した防犯活動を推進するため、パトロール用等の防犯用品を配布するなど積

極的に支援した。

・配布品　ベスト、帽子、誘導灯等　2,889,607円

A

134 犯罪防止の環境づくり 防犯交通安全課

夜間の通行の安全確保と地域の犯罪抑止のために、自治（町内）会から要望があった防

犯灯の設置に努めると共に、自治（町内）会が安全確保の目的で公共空間を撮影する防

犯カメラを設置する場合に、その費用の一部を補助する。

夜間の通行の安全確保と地域の犯罪抑止のために、自治（町内）会から要望があった防

犯灯の設置に努めると共に、自治（町内）が安全確保の目的で公共空間を撮影する防犯

カメラを設置する場合に、その費用の一部を補助した

防犯灯設置補助

設置灯数：平成26年度32,059灯うち平成26年度新規設置205灯

防犯カメラ設置補助

設置自治会数：8団体　　台数：63台

B

135 こども110番の実施 防犯交通安全課

子どもたちが犯罪や不審者などから避難する緊急避難場所として、主に昼間在宅されて

いる宅や店舗に「こども110番」の看板掲示を依頼し、子どもたちの安全安心の確保の事業

を推進する。平成25年度末で4,750件の登録があり、年間100件新規登録を目標

子どもたちが犯罪や不審者などから避難する緊急避難場所として、主に昼間在宅されて

いる宅や店舗に「こども110番」の看板掲示を依頼し、子どもたちの安全安心の確保の事業

を推進した

平成26年度末こども110番登録数：4,920人

平成26年度登録数　260人

A

136 関係機関との連携強化 防犯交通安全課

藤沢・藤沢北警察署と連携して市民へ身近な犯罪発生情報を提供するとともに、各地区防

犯協会等と連携して防犯パトロール活動の強化・充実を図る。市内の刑法犯認知件数を

前年度比5％減少を目標

前年～3,795件　　目標値～3,605件

藤沢・藤沢北警察署と連携して市民へ身近な犯罪発生情報を提供するとともに、各地区防

犯協会等と連携して防犯パトロール活動の強化・充実を図った。

平成26年市内犯罪認知件数　3,206件（平成25年件数3,795件、前年比-0.8％）

A

137 非行防止活動の推進

子ども青少年育成

課

警察・青少年関係機関・関係団体等と連携し、街頭指導活動をとおして、青少年の犯罪や

非行に走らせない社会環境づくりを、市民全体で取り組む活動を推進。また地域のパト

ロール活動団体の人材育成に取り組む。

街頭指導実施回数　H26目標値1,200回

警察・青少年関係機関・関係団体等と連携し、7月・12月・3月の街頭キャンペーンを実施。

同様に、夏期夜間街頭パトロールも7・8月に8回実施した。

街頭指導実施回数　H26実績値　1,098回

A

防

犯

活

動

の

推

進

子どもを犯罪等の

被害から守る活動

の推進

交

通

安

全

活

動

の

推

進

子どもの交通安全

を確保するための

活動の推進



●●●●基本目標基本目標基本目標基本目標５５５５　「　「　「　「仕事仕事仕事仕事とととと家庭家庭家庭家庭とのとのとのとの両立両立両立両立のののの推進推進推進推進」」」」

138 新しい仕事づくりの情報提供

人権男女共同参

画課

・「男女共同参画週間」（6月23日から29日）における啓発活動：年間1回

・情報紙「かがやけ地球」の発行：年4回（6月・9月・1月・3月）1回につき5,000部発行

・ホ－ムペ－ジを活用し、男女行動参画の視点に基づいた就労に際する情報の提供を行

う。

「男女共同参画週間」（6月23日から29日）に、ワーク・ライフ・バランスに関するパネル展を

市役所新館1階ロビーにて開催した。

情報紙「かがやけ地球」を年4回（6月・9月・1月・3月）、1回につき5,000部を発行し、ワーク・

ライフ・バランスの実現に向けた情報提供を行った。

B

139 就労支援体制の充実 産業労働課

・ユースワークふじさわ運営(若年者対象就労支援）事業における個別カウンセリング実施

人数（登録者数）：目標180人、進路決定者人数：35人

若年者就労支援事業「ユースワークふじさわ」の個別カウンセリング実施人数（登録者数）

184人、進路決定者数：101人

A

140 働きやすい環境づくりに向けた啓発 産業労働課

「勤労ふじさわ」（月1回計12回発行）の送付事業所数

実績1,000事業所

「勤労ふじさわ」（月1回計12回発行）の送付事業所数：実績2,133事業所 A

141 雇用環境の整備 産業労働課

労働相談事業：年間97日実施

街頭労働相談会：2日実施

労働相談のＰＲ：広報紙等への掲載、チラシの配布

労働相談事業：年間97日実施

街頭労働相談会：2日実施

労働相談のPR：広報ふじさわ、勤労ふじさわ等の広報紙への掲載10回

A

142(5) 放課後児童健全育成事業【再掲】

子ども青少年育成

課

放課後、保護者が就労などの理由により不在となる児童の健全育成、保護者の子育て支

援、就労支援を図るため、児童クラブの運営の充実を図る。

平成27年度からの子ども・子育て新制度の施行に向けて必要な整備を行う。

・児童クラブ設置数　45カ所  ・定員　3,018人

また、藤沢市放課後児童クラブ整備計画を策定し、平成27年度からの5年間で整備をすす

めることとした。

A

143 保育サービスの充実 保育課

引き続き、保育所の定員枠の拡大により、入所児童数の拡充に努めるとともに、保育所す

べてにおいて延長保育を実施するなど、保育需要に応じた保育サービスの提供に努め

る。

引き続き、保育所の定員枠の拡大により、入所児童数の拡充に努めるとともに、保育所す

べてにおいて延長保育を実施するなど、保育需要に応じた保育サービスの提供に努め

た。

A

144(16) ファミリー・サポート・センター事業の充実【再掲】 子ども家庭課 ・「まかせて会員」の増員を含めた充実を図るため、研修会を3回実施する。

・新たな「まかせて会員」を対象とした研修会を3回実施

・27年3月末現在「まかせて会員」890人、「どっちも会員」468人、「おねがい会員」4,474人

活動件数10,008件

A

145(17) トワイライトステイ事業の推進【再掲】 子ども家庭課 ・利用回数を210回にする。 実施施設4カ所で事業を実施した。利用回数　163回 B

146(18) ショートステイ事業の推進【再掲】 子ども家庭課 ・利用日数を120日にする。 実施施設1カ所で事業を実施した。利用日数　311日 A

147 事業主行動計画の策定の推進

（人権男女共同参

画課）

産業労働課

・産業労働課で発行している「勤労ふじさわ」を通じて、ワーク・ライフ・バランスや子育て支

援についての啓発記事等：4回掲載、1回につき1,200部発行

・産業労働課で発行している「勤労ふじさわ」を通じて、ワーク・ライフ・バランスや子育て支

援についての啓発記事等：6回掲載、1回につき2,500部発行

A

148

各企業等での子育て支援等に関する取り組みの顕

彰・紹介

（人権男女共同参

画課）

産業労働課

・「ふじさわワーク・ライフ・バランス推進会議」：2回開催

・ワーク・ライフ・バランスに関する周知・紹介等：広報ふじさわへの掲載、パネル等の展示

「ふじさわワーク・ライフ・バランス推進会議」：2回開催

ワーク・ライフ・バランスに関する周知・紹介等：広報ふじさわへの掲載1回

A

中分類

個別事業に対する評価

仕

事

と

子

育

て

の

両

立

支

援

の

推

進

多様な働き方へ

の支援

施策の方向

事業

Ｎｏ．

事業名 担当課

両立のための体

制整備

平成２６年度目標 平成２６年度実績

事業の

達成状況

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満



●●●●基本目標基本目標基本目標基本目標６６６６　「　「　「　「援助援助援助援助がががが必要必要必要必要なななな児童児童児童児童へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みのみのみのみの推進推進推進推進」」」」

149 児童虐待防止ネットワークの充実 子ども家庭課

・藤沢市要保護児童対策地域協議会の関係機関が連携し、児童虐待の予防、早期発見、

発生後の迅速かつ適切な対応を行う。

　個別ケース検討会議開催100回、相談終了となった割合60％

・藤沢市要保護児童対策地域協議会の関係機関が連携し、児童虐待の予防、早期発見、

発生後の迅速かつ適切な対応を行った。

　個別ケース検討会議開催　62回、相談終了となった割合　56％

A

150 子育て総合相談の充実 子ども家庭課

・子育てや、子ども・青少年に関する様々な相談を受け、専門的な助言・指導を行う。

　新規児童虐待件数　350件、その他相談　500件

・子育てに関する様々な相談を受け、保護者の不安や負担感を軽減することにより、児童

虐待の予防を図った。

　新規児童虐待相談　354件、その他相談　461件

　（事業№10の事業と統合）

A

151 養育支援訪問事業 子ども家庭課

・対象家庭に対して、支援を行うことにより、安定した養育の確保を図る。

・保健師・保育士等による養育に関する専門的指導及び助言等の支援：20世帯、200回

・ヘルパー派遣による家事・育児の援助：18世帯、450回

・子どもの養育について支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師等の訪問に

よる指導・助言やヘルパー派遣による支援を行った。

・保健師・保育士等による養育に関する専門的指導及び助言等の支援　21世帯、171回

・ヘルパー派遣による家事・育児の援助　7世帯、160回

C

児童虐待防止対

策の充実

152 地域の情報化とネットワーク化 福祉総務課

児童虐待防止にかかわる研修会の開催や、情報交換会を例年通り実施する。また、学校

や関係機関との連携を深めるため、会議等の要請にも積極的に参加する。

情報交換・事例検討会として児相・子ども家庭課と3回、子ども健康課と1回実施した。研修

会としては、子育て家庭への助言のスキルを高めるため民生委員児童委員も参加した講

演会を実施した。また、民生委員児童委員・主任児童委員ともに、児童虐待防止ネット

ワーク会議に委員として参加し、意見具申に努めた。

A

青

少

年

相

談

支

援

体

制

の

充

実

悩みや問題を抱

える青少年への

相談体制の充実

153 青少年相談活動の充実 子ども家庭課 ・「子育て総合相談の充実」（事業No．150）において対応。 「子育て総合相談の充実」（事業No．150）に統合して対応した。 A

154 母子・父子自立支援員による相談 子育て給付課

母子及び寡婦福祉法に基づき、母子自立支援員を配置し母子及び寡婦、父子家庭等の

ひとり親家庭の日常生活や子育て、経済的支援についての相談を行い、丁寧な対応を心

がけるとともに、関係機関との連携による就労支援を行う。

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭

等の日常生活や子育て、経済的支援についての相談を受け、必要な情報提供とともに関

係機関との連携による支援を行った。

○相談延べ件数　2,416件

B

155 ひとり親家庭等日常生活支援事業 子育て給付課

義務教育修了前の児童を養育している児童扶養手当受給世帯及びそれに準ずるひとり親

世帯を対象に家事や育児を支援する支援員を派遣する。児童扶養手当の現況届におい

て制度周知を図る。

児童扶養手当を受給しているかこれと同様の所得水準にあり、義務教育修了前の児童を

養育しているひとり親家庭等に対し、家事や育児を支援する支援員を派遣した。また、児

童扶養手当の現況届及び証書発送時に制度周知を行った。

○児童扶養手当受給世帯　2,484世帯

○利用登録世帯　61世帯

○利用世帯　8世帯

B

156 母子・父子・寡婦福祉資金 子育て給付課

経済的支援の必要な母子・寡婦家庭に対し、県が実施する貸付金や助成制度を案内し、

申請を受ける。

経済的支援の必要なひとり親家庭等に対し、県が実施する貸付制度を案内し、申請を受

けた。

A

157 児童扶養手当の給付 子育て給付課

父又は母と生計を同じくしていない18歳に達する日以後最初の3月31日までの児童を監護

している母又は父及び養育者の所得に応じて児童扶養手当を支給する。

○延べ支給対象児童予定数　48,075人

○支給予定額           　1,200,000,000円

父又は母と生計を同じくしていない18歳に達する日以後最初の3月31日までの児童を監護

している母又は父及び養育者の所得に応じて児童扶養手当を支給した。

○延べ支給対象児童数　45,156人

○支給額           　1,129,509,430円

A

158 ひとり親家庭等医療費助成 子育て給付課

母子家庭，父子家庭などひとり親家庭の生活の安定と自立を支援し，福祉の増進をはか

るため、医療費の助成を行う。

○年間延べ見込対象者数　75,024人

○年間助成見込件数　　　　89,286件

○年間助成額　       　238,140,000円

母子家庭，父子家庭などひとり親家庭の生活の安定と自立を支援し，福祉の増進を図る

ため、医療費の助成を行った。

○年間延べ対象者数　71,380人

○年間助成件数　　　　81,149件

○年間助成額　　214,988,793円

A

ひとり親家庭等へ

の自立・就業支援

159(154) 母子・父子自立支援員による相談【再掲】 子育て給付課

母子及び寡婦福祉法に基づき、母子自立支援員を配置し母子及び寡婦、父子家庭等の

ひとり親家庭の日常生活や子育て、経済的支援についての相談を行い、丁寧な対応を心

がけるとともに、関係機関との連携による就労支援を行う。

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親家庭

等の日常生活や子育て、経済的支援についての相談を受け、必要な情報提供とともに関

係機関との連携による支援を行った。

○相談延べ件数　2,416件

B

160 自立支援教育訓練給付金 子育て給付課

母子家庭の母又は父子家庭の父が厚生労働省指定の教育訓練講座（1カ月以上1年未

満）を受講する場合、講座受講料の一部として自立支援教育訓練給付金を支給する。

○雇用保険給付制度未利用者（受講料の50％）　10人

　　支給予定額　450,000円

○雇用保険給付制度利用者（受講料の30％）　 6人

　　支給予定額　162,000円

ひとり親家庭の親が厚生労働省指定の教育訓練講座（1カ月以上1年未満）を受講する際

に、講座受講料の一部として自立支援教育訓練給付金を支給した。

○雇用保険給付制度未利用者（受講料の50％）　6人

    支給額　511,160円

○雇用保険給付制度利用者（受講料の30％）　7人

　　支給額　209,104円

A

ひとり親家庭等へ

の相談支援体制

の充実

ひとり親家庭等へ

の経済的支援
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施策の方向性

事業

Ｎｏ．

事業名 担当課 平成２６年度目標 平成２６年度実績

事業の

達成状況

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満



●●●●基本目標基本目標基本目標基本目標６６６６　「　「　「　「援助援助援助援助がががが必要必要必要必要なななな児童児童児童児童へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みのみのみのみの推進推進推進推進」」」」

中分類

個別事業に対する評価

施策の方向性

事業
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事業名 担当課 平成２６年度目標 平成２６年度実績

事業の

達成状況

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満

161 高等職業訓練促進給付金 子育て給付課

母子家庭の母又は父子家庭の父が経済的自立に効果的な資格を取得するため、2年以

上養成機関で修業する場合、その修業中の経済的負担を軽減するため、高等職業訓練

促進給付金を支給する。また修業を修了した場合、修了支援給付金を支給する。

○高等職業訓練促進給付金

　　受給予定者数　22人　　支給予定額　25,358,000円

○修了支援給付金

　　受給予定者数　11人　　支給予定額　550,000円

ひとり親家庭の親が経済的自立に効果的な資格を取得するため、2年以上養成機関で修

業する際に、その修業中の経済的負担を軽減するため、高等職業訓練促進給付金を支給

した。また修業が修了した場合、修了支援給付金を支給した。

○高等職業訓練促進給付金

    受給者数　21人　　支給額　20,550,500円

○修了支援給付金

　　受給者数　　9人　　支給額　350,000円

A

162 母子生活支援施設の充実 子育て給付課

平成26年5月に全世帯が退所したため、平和台住宅の今後の方向性について検討した結

果、施設を廃止する方向で調整していくこととした。

平和台住宅については、施設が老朽化していること、入所者が全員自立し退所したことに

加え、母親の意識の変化やニーズの多様化に伴い新たな入所者が見込めないことから方

向性を検討した結果、平成27年3月末で施設を廃止した。

なお、母子が複合的な課題を抱え、施設への入所が必要と判断した場合は、市外の母子

生活支援施設において自立に向けた専門的な支援を受けるよう対応していく。

○入所世帯　3世帯（平成26年5月にすべての世帯が退所）

B

163 こども発達相談の充実 子ども家庭課

・発達に心配のある児童の相談を受け、児童の状態に応じて評価・経過観察・指導及び訓

練を実施する。

・職員によるサポート巡回相談を一部見直し、発達支援の効率性を高めるため幼稚園・保

育園等の職員を対象として発達障がい児等支援者養成講座を実施する。（発達支援コー

ディネーター養成講座、巡回コンサルテーションの実施）

・発達が心配される未就学児童に関する相談を受け、必要に応じて評価・経過観察を行っ

た。

　相談件数　792件

・巡回保育相談を拡大し、幼稚園・保育園等の職員を対象とした巡回研修支援を行った。

　サポート巡回相談12園、巡回コンサルテーション12園

B

164

こども発達支援ネットワークの推進（障がい児保育

事業の実施）

子ども家庭課

・障がい児に社会性や情緒の発達を促すため特別支援保育を実施する。

・障がい児や発達に特別な支援が必要な児童がライフステージに応じた一貫した支援が

受けられるよう、情報共有のための子どもサポートファイルの普及・活用を促進する。

・障がい児の福祉の増進を図るため、幼稚園・保育園等で特別支援保育を実施した。

　実施園数33園

・障がい児や特別な支援を必要とする子ども達がライフステージに応じた一貫した支援が

受けられるよう関係機関が情報共有するためのサポートファイルを配付した。

　配付部数205部

A

165(102) 特別支援教育の充実【再掲】 教育指導課

・特別支援教育協議会　4回

・アセスメント研修会　3回

・特別支援教育スーパーバイザーの派遣　12回

・特別支援学級及び特別支援学校在籍児童のための体育館開放　32回

・特別支援教育協議会　4回

・アセスメント研修会　3回

・特別支援教育スーパーバイザーの派遣　12回

・特別支援学級の開設　1校

・特別支援学級及び特別支援学校在籍児童のための体育館開放　31回

A

166 障がい福祉サービス 障がい福祉課

「ふじさわ障がい者計画2014」及び「藤沢市障がい福祉計画2014」に基づき、関係機関と

の連携を強化し、支援が必要な家庭への、更なる福祉の増進をめざす。

また、支援に必要な情報を、随時更新及び提供し、福祉サービスの利用促進と、障がい児

や家族の負担軽減に繋がるよう努める。

【目標】

児童発達支援　240人、放課後等デイサービス　400人、短期入所　60人、居宅介護　40人

移動支援　150人、日中一時支援　200人

国の動向をふまえ「藤沢市障がい福祉計画2014」に基づき、地域の基盤整備を行うととも

に、その家庭への支援を充実し、福祉の増進をめざした。

また、障がい児通園支援について、「放課後支援事業所ガイド」を作成し、分かりやすい情

報提供と福祉サービスの利用促進を図った。

【実績】

児童発達支援　250人、放課後等デイサービス　453人、短期入所　57人、居宅介護　49人

移動支援　169人、日中一時支援　174人

A

167 特別児童扶養手当の給付(経由事務) 子育て給付課

政令に定める程度以上の障がいにある２０歳未満の児童を監護している父母等に対して、

児童の福祉の推進を図るため、特別児童扶養手当を支給するための受付を行う。（認定

及び支給は県）

○受給権者数合計　561人

政令に定める程度以上の障がいにある20歳未満の児童を監護している父母等に、児童の

福祉の推進を図るため、特別児童扶養手当を支給するための受付を行った。（認定及び

支給は県）

○受給権者数　595人

A

168(73) 育成医療(経由事務)【再掲】 子育て給付課

障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、18歳未満

の児童を対象に、現在、身体に障がいがあるか、または現在の疾患に対する治療を行わ

ないと、将来に一定の障がいを残すと認められるとき、手術等の治療によって確実に障が

いを除去、あるいは軽減する効果が期待できる場合について、育成医療の認定・給付を行

う。

○受給者見込人数　  　       57人

○年間受診見込件数　      285件

○年間助成予算額　7,417,000円

障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、18歳未満

の児童を対象に、現在、身体に障がいがあるか、または現在の疾患に対する治療を行わ

ないと将来に一定の障がいを残すと認められるとき、手術等の治療によって確実に障がい

を除去あるいは軽減する効果が期待できる場合について、育成医療の認定・給付を行っ

た。

○受給者人数　  　         33人

○年間受診件数        　130件

○年間助成額  　2,383,949円

A

169(47) 障がい者等医療費助成事業【再掲】 保健医療総務課

引き続き、障がい者等医療費助成事業を行い、障がい児の医療に係る経済的負担を軽減

し、保健の向上と福祉の増進を図る。

障がい者等医療証を交付している障がい児の医療に係る保険診療の自己負担分を助成

し、保健の向上と福祉の増進を図った。

A

170(48) 障がい児福祉手当の給付【再掲】 障がい福祉課

特別児童扶養手当などの支給に関する法律に基づき、障がい児に対して手当を支給す

る。

月額　14,140円（平成26年4月から）　受給者見込人数　185人

特別児童扶養手当などの支給に関する法律に基づき、障がい児に対して手当を支給し

た。

月額　14,140円（平成26年4月から）　受給者人数　188人

A

171 補装具の給付 障がい福祉課

障がい者総合支援法に基づき、補装具の給付をすることにより、障がい児の日常生活の

利便性の向上を図る。　見込件数　交付130件、修理80件

障がい者総合支援法に基づき、補装具の給付をすることにより、障がい児の日常生活の

利便性の向上を図った。　実績件数　交付159件、修理95件

A

172 太陽の家しいの実学園 障がい福祉課

通園する障がい児に対して、様々な生活体験や機能訓練などを通して発達を促進し、障

がい児が地域の中で暮らせるように支援する。

定員60人　開所予定日数　235日　延べ12,500人

通園する障がい児に対して、様々な生活体験や機能訓練などを通して発達を促進し、障

がい児が地域の中で暮らせるように支援した。

定員60人　開所日数　234日　延べ13,768人

A

173(49) 藤沢市障がい者福祉手当の給付【再掲】 障がい福祉課

藤沢市障がい者福祉手当条例に基づき、障がい児に対して手当を支給する。

月額　4,000円、受給者見込人数　500人

藤沢市障がい者福祉手当条例に基づき、障がい児に対して手当を支給した。

月額　4,000円、受給者人数　496人

A
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平成平成平成平成２３２３２３２３年度追加事業年度追加事業年度追加事業年度追加事業

174 幼児二人同乗用自転車購入費補助事業 子育て給付課

今後も警察と連携して，幼児二人同乗用自転車を安全に使用するためのルールを習得で

きる機会を提供するための啓発活動を行う。

○補助予定件数　400件

購入費の助成により、子育て家庭の経済的負担の軽減及び親子の交通安全の確保を目

的とした基準適合車の利用推進が図られた。また、補助金を交付した対象者に対して警

察と市防犯交通安全課が実施した幼児二人同乗用自転車試乗会の案内通知を送付し、

交通安全の啓発を行った。

○補助件数　40１件

A

175 思春期青少年の居場所づくり事業

子ども青少年育成

課

青少年が地域と繋がり、他者とふれあい・交流できる場所づくりや社会性を育むことができ

る拠点となるよう、藤沢青少年会館のフリースペースに、青少年に係わる人材を継続的に

配置し、青少年の居場所づくりを実施。

居場所設置数：1箇所

藤沢青少年会館フリースペースに青少年に関わる人材を継続的に配置し、青少年の居場

所づくりを実施した。

居場所設置数：1箇所

実施回数：95回

ボランティア受入回数：91回

A

176 幼稚園・保育所・小学校・中学校連携事業 教育指導課

子どもの成長過程にあわせた教育活動を行うために、幼稚園・保育園・小学校・中学校の

連携のさらなる推進を図る。

子どもの成長過程にあわせた教育活動を行うために、幼稚園・保育園・小学校・中学校の

連携のあり方を検討し、幼稚園・保育所・小学校・中学校連携推進委員会を年2回開催し、

教育連携担当者会を年1回、担当者会と研修会をそれぞれ年1回行った。

A

177 不登校児童生徒対策事業 教育指導課

おしゃべり広場の日程案内を各学校に伝えるとともにHPや広報に掲載して、より参加しや

すい体制を作る。

年間3回おしゃべり広場を実施し、情報提供、情報交換を行った。 B

178 特別支援教育整備事業 教育指導課

学校看護介助員派遣の実施

特別支援学級等の開設の検討

中学校1校に特別支援学級を開級した。

学校看護介助員制度を実施した。

A

179 中学校給食実施研究事業 学校給食課

平成26年11月から善行中学校・湘南台中学校にてデリバリー方式（家庭からの弁当と選

択制)の中学校給食試行を開始する。

平成26年11月から、善行中学校・湘南台中学校にてデリバリー方式(家庭からの弁当と選

択制)の中学校給食の試行を開始した。

平成27年10月から、第一中学校・明治中学校・六会中学校の試行を開始することとした。

A

中分類 施策の方向

個別事業に対する評価

事業

Ｎｏ．

事業名 担当課 平成２６年度目標 平成２６年度実績

事業の

達成状況

Ａ＝９０％以上 Ｂ＝７０～９０％未満

Ｃ＝５０～７０％未満 Ｄ＝３０～５０％未満

Ｅ＝３０％未満
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